
綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

－ － － － 49.1％

－ － － －

【A列】 【Ｂ列】 【Ｃ列】 【Ｄ列】 【Ｅ列】 【Ｆ列】 【Ｇ列】 【Ｈ列】 【Ｉ列】 【Ｊ列】 【Ｋ列】 【Ｌ列】 【Ｍ列】 【Ｎ列】 【Ｏ列】 【Ｐ列】 【Ｑ列】 【Ｒ列】 【Ｓ列】

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

決算(見込)額(円)

85％ 85％ 85％

80％

2

一般・特定不妊治療
などを受ける夫婦に
対して治療費を助成
した。

不妊治療事業の周
知・普及

町の広報誌に年２回
ほど事業の案内・紹
介を掲載し、早期治
療に繋げる。

・不妊治療費助成事業
（母子保健対策費）
・母子保健対策費【再
掲】
・子ども・子育て支援交
付金事業（妊婦・出産包
括支援事業）【再掲】

650,552
福祉保健

課

3

出産祝い金の交付、
チャイルドシートの購
入助成、乳児椅子の
贈呈を行った。

事業内容の見直し
事業実施して5年以上
経過しており、事業内
容の検討を行う。

・児童対策費
・出生率向上対策

717,519
福祉保健

課

4

新婚にともなう引越し
及び転入転居の費用
の一部を助成する。
広報誌や窓口にて事
業周知を行った。

平成２９年度新規事
業のため、周知不足。

ホームページでの情
報提供や広報、地区
回覧、公民館長への
情報提供を行う。ま
た、移住相談会等で
のチラシ配布を行う。

・新婚新生活支援事業 1,169,000
企画財政

課

継続 継続 継続

継続

540件 540件 540件 540件 540件

526件 496件 601件

93％ 93％ 93％ 93％ 93％

91.5% 91.0％ 89.7％

0人 0人 0人 0人 0人

0人 0人 0人

9

役員の協力を得なが
ら各保育所では、
様々な学習会を実施
し、高い出席率となっ
ている。

保育所でのイベント等
は出席者率が高い
が、多子世帯で夜間
講演会等の参加が低
く、学習会に参加して
ほしい保護者の参加
がされない。

学習会に出席できな
かった保護者に対し
ては、個別に面談等
を行って対処してい
る。
イベントにあわせた開
催も検討する。

福祉保健
課

10
病児病後児保育施設
完成し、8月から受入
開始する。

利用の周知
無保育時の職員活用
の検討、衛生管理に
よる感染拡大予防。

・すくすく保育支援事業
・病児・病後児保育事業

16,223,412
福祉保健

課

主要施策 施策の概要

H31.10確定予定
次回アンケートH31.7実施予定

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業出典等 No. 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性ＫＰＩ 現況

子育て支援の充実

重点目標
現況

(計画策定時）
出典等 担当課目標値

実績値
評価に対する説明

子育て環境の充実度（％）
46.3％
(H26)

総合長期計画アンケート
福祉保健

課

○関係機関との連携による結
婚希望者に出会いの場を提供
する。
○妊娠・出産に関する情報提
供を行うとともに、妊婦及び産
婦の健診受診率向上に努め、
助産師・保健師による相談・訪
問など、安心して出産できる環
境を整備する。
○不妊に悩む人達の相談に応
じるとともに、不妊治療費の助
成を行う。

産婦検診受診
率

-
福祉保健課

調べ
1

○子どもの医療費の継続によ
り、児童の健康維持を図る。
○子育てに関する情報提供を
行うとともに、保健師・助産師な
どによる乳幼児の相談・訪問な
どの充実を図る。
○乳児健診・１歳児健診・１歳
半児健診・３歳半児健診などの
受診率向上に努め、病気や障
害の早期発見に努める。

子ども医療費
助成事業の継
続

継続
(H27)

福祉保健課
調べ

5

527件
(H26)

福祉保健課
調べ

6

乳幼児健康診
査受診率

90.5％
(H26)

福祉保健課
調べ

7

母子保健指導
延べ件数（妊
婦・産婦・乳幼
児）

対象者を拡充し
継続できている。

子育て支援事業とし
て、外来診療（小学・
中学生）の自己負担
を4月より免除した。

県外での償還払い対
応の周知

目標値

実績値

母子手帳発行時や乳
児相談時に丁寧に相
談に応じている。

乳児相談の参加者は
毎々固定化、新たな
参加者に参加を呼び
掛ける。

219,000

30,370,508
広報等により、償還払
いを周知する。

・子どもの医療費
・予防接種

機会あるごとに
参加呼びかけを
行ない増加に結
びついた。

現在、圏域内だけの
受診が対象であり、県
外等への里帰り出産
等に対応できていな
い。

・妊婦・乳幼児健康診査
（医療機関委託）

H29年度からス
タートし、宮崎市
郡医師会の圏域
内受託医療機関
との連携は取れ
ているが、圏域
外とは連携が取
れていない。

産婦2週間及び産婦1
か月の健診を受診
し、産後うつ等の早期
発見を行った。

　母子手帳交付時に、
産婦健診の意義・内
容等の説明のほか、
支援の情報提供も行
う。
　県外等への里帰り
の方も同様に受診で
きる環境を整備する。

妊娠・出産・育児に関
する情報を多くの人に
理解してもらい安心し
て妊娠・出産・育児で
きる環境を整える。

定員ほどの保育
士確保である
が、全員措置出
来ており、順調

公立・私立保育所等
に割振って、待機児
童がでないように対
応している。

気になる児童に対応
するには、保育士が
充分でなく、多様な
ニーズに充分対応で
きていない。

ハローワーク等を通
じ、求人募集してい
る。

受診勧奨を行
なっているが、
H26年度現況値
より低下している

乳児は病院で随時、
幼児は年４回の集団
検診実施。未受診者
には受診勧奨を行っ
ている。

集団健診のタイミング
を逃した対象者への
受診機会創出。

受診することで病気
や障害又は育児上の
保護者の負担感を早
期発見し必要な支援
に早期につなぐ。

・母子保健対策費
・１歳６ヵ月児健康診査
（乳幼児健康診査事業）
・３歳６ヵ月健康診査
・５歳児相談事業
・妊婦・乳幼児健康診査
（医療機関委託）【再掲】

8,022,373

276,854,410

○保育士の確保と質の向上に
努め、多様なニーズに応じた保
育サービスの充実を図る。
○おやじの会や保護者学習会
を通じて親心を育て、相互に信
頼できる良好な保育環境づくり
を図る。

保育所等の待
機児童数

0人
(H27)

福祉保健課
調べ

8

評価

評価

福祉保健
課

担当課

福祉保健
課

１－３　多様
な教育・保
育サービス
の提供

１－２　乳幼
児の健康の
保持と増進

１－１　結婚
サポートや
出産ケアの
充実

・児童運営費（認可保育
所等における広域事業）
・子どものための教育・
保育給付費負担金
・子ども・子育て支援交
付金（一時預かり事業）
・綾幼稚園運営補助

■若い世代の結婚・妊娠・出産・子育ての希望がかなうように、個人の気持ちを後押しし、選択の幅を広げる取組を推進します。
■子どもたちに幸せの実感が得られるように、親の子育てや家事に対する認識を高め、子育ての時間を豊かにします。
■多様なライフスタイルや社会情勢の変化に柔軟に対応するために、保育環境の充実やスキルの高い保育士の育成を推進します。
■幼少期から教育を通して、地域資源や社会資源を生かしたキャリア人財を育成し、地域への愛着や関心を高めます。
■子育て支援施設の有する情報を充実させ、関係機関との連携強化や一元的な対応により、子育て世代が利用したり、相談したりしやすい環境を整備します。

福祉保健
課

福祉保健
課

×

福祉保健
課

資料４－２
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決算(見込)額(円)

主要施策 施策の概要

H31.10確定予定
次回アンケートH31.7実施予定

主要施策に関連する事務事業など
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子育て支援の充実

重点目標
現況

(計画策定時）
出典等 担当課目標値

実績値
評価に対する説明

子育て環境の充実度（％）
46.3％
(H26)

総合長期計画アンケート
福祉保健

課

目標値

実績値

評価

評価担当課

■若い世代の結婚・妊娠・出産・子育ての希望がかなうように、個人の気持ちを後押しし、選択の幅を広げる取組を推進します。
■子どもたちに幸せの実感が得られるように、親の子育てや家事に対する認識を高め、子育ての時間を豊かにします。
■多様なライフスタイルや社会情勢の変化に柔軟に対応するために、保育環境の充実やスキルの高い保育士の育成を推進します。
■幼少期から教育を通して、地域資源や社会資源を生かしたキャリア人財を育成し、地域への愛着や関心を高めます。
■子育て支援施設の有する情報を充実させ、関係機関との連携強化や一元的な対応により、子育て世代が利用したり、相談したりしやすい環境を整備します。
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0人 0人 0人 0人 0人

0人 0人 0人

13

子どもに適した就学
先を相談する場として
専門的な助言も行
い、年々相談件数は
増加。
いじめの重大事態に
調査する委員会設置
後に重大事態は発生
していない。

重大事態が発生した
場合に早急な対応が
できる体制を準備（対
応等の確認）しておく
必要がある。

相談担当職員が配置
したので取組を強化
する。
重大事態が発生しなく
ても年に１回程度の
会議を設け、重大事
態発生対応の確認を
行う。

・教育・就学相談事業
・いじめ防止対策委員会
・遠隔地通学児童スクー
ルバス
・特別支援教育対策事
業
・学校給食地産地消推
進事業
・ユネスコスクール推進
事業【再掲】

63,600
教育総務

課

14

青少年の健全育成を
図るため、大学生イン
ターンシップ生ととも
に、9/3から6泊7日の
日程で通学合宿を実
施し、綾小5・6年生の
うち24名が参加した。

4～6年生を対象とし
ていたが、年々参加
者が増加しており、事
業内容の充実等を図
るため、Ｈ28年度以降
は対象を5･6年生とし
た。28年度参加者は
24名。

異学年が共同生活し
ながらの通学や自然
体験などを通じて、協
調性を養うことが目
的。
多人数になると事業
内容が充実できない
面もあり、一学年減ら
しているが、今後の参
加者動向を見ながら
検討する。

・放課後子ども教室
・海外ホームスティ（中学
生）事業
・三世代ふれあい事業
・通学合宿
・学校支援地域本部事
業

8,843,782
社会教育

課

15

犯罪・事故・災害の発
生を未然に防止する
ため、防犯パトロ－ル
車による巡回や広報
などによる啓発活動
を行い、地域安全思
想の普及・高揚を図っ
た。

安全で明るい地域社
会維持のため、地域
安全体制・地域安全
協力体制の充実強化
とともに、地域安全意
識の高揚を図る啓発
活動を推進し、防犯
灯整備など、危険箇
所改善に努める必要
がある。さらに、青少
年の非行や若者の暴
走行為防止のため、
地域社会全体として
の取組が重要となる。

町民が安心して生活
が営めるよう防犯に
関する啓発・地域での
見守り・防犯に関連す
る組織の育成など地
域での相互扶助に取
り組む。

・安全な町づくり推進 2,388,827
町民生活

課

○充実した総合的な学習の時
間や体験活動などを通じて郷
土を見つめなおすとともに豊か
な郷土愛を育み、自己の可能
性を最大限に発揮する能力や
主体的な態度を養い、地域で
活躍できる人財の育成を図る。
○自治公民館活動・子ども会活
動・スポーツ少年団活動など、
学校外活動との連携を深め、
体験学習やキャリア教育などの
充実を図る。
○放課後児童クラブを希望する
児童すべてが安全に利用でき
る環境を整備し、保護者の仕事
と子育ての両立を支援する。

児童クラブの
待機児童数

0人
(H27)

福祉保健課
調べ

11
待機児童はいな
い。

職員を増やし希望者
全員を受け入れた。

特に無し
福祉保健

課

引き続き児童の増加
に対応できるよう体制
強化を図る。

・放課後児童対策
・児童館管理運営

12

１-４　学校
教育・放課
後児童対策
の充実

へき地に居住する高
校生未満の通園・通
学生に対する助成。

福祉保健
課

・遠隔地児童通学扶助

現在、一律5,000円の
助成を行っているが、
小学生と高校生（通学
バス等）では状況が
違うので事業内容の
検討を行っていく。

一律助成であるた
め、環境により差別化
するなど、内容につい
て検討が必要。

110,000

20,000,000
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46.3％
(H26)
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福祉保健

課

目標値

実績値

評価

評価担当課
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■子どもたちに幸せの実感が得られるように、親の子育てや家事に対する認識を高め、子育ての時間を豊かにします。
■多様なライフスタイルや社会情勢の変化に柔軟に対応するために、保育環境の充実やスキルの高い保育士の育成を推進します。
■幼少期から教育を通して、地域資源や社会資源を生かしたキャリア人財を育成し、地域への愛着や関心を高めます。
■子育て支援施設の有する情報を充実させ、関係機関との連携強化や一元的な対応により、子育て世代が利用したり、相談したりしやすい環境を整備します。
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16

宮崎市立倉岡小学校
及び瓜生野小学校の
５年生を対象に本町
で合宿しながら、農業
体験などを通じ、「生
きる力」を学び「命の
尊さ」を体得するとと
もに、本町の魅力を感
じ、発信いただけた。
他の学校へも参加推
進している。

コーディネーターが他
の学校へ推進してい
るが、事業調整が難
しい。

実施いただける学校
や地域の開拓を行う。
また、農家民泊や日
帰りプログラム実施に
よる参加者との交流
拡大などへの展開を
住民主導で目指す。

・子ども農山漁村交流に
よる地域活性化モデル
事業

897,669
企画財政

課

－ 2,430人 2,480人 2,530人 2,600人

2,834人 2,365人 2,310人

4人 5人 6人 6人 12人

4人 4人 12人

0人 0人 2件 5件 10件

1件

20
宮崎市総合発達支援
センターとの連携によ
り支援を行っている。

町の発達相談におけ
る発達支援センター
へ繋ぐことに抵抗感
のある保護者の説
得。

発達支援センターへ
の相談・通園が抵抗
なくできるように啓発
に努める。

・総合発達支援センター
負担金（保健対策総務
費）

613,767
福祉保健

課

・障がい者介護給付費
訓練等給付費

支援センターを利用し
たことのない方への
呼びかけ

関係機関と連携し、障
がい児施設の機能の
充実を図ります。

福祉保健
課

県事業を利用して、子
育てサポート会員９名
登録し、1名増加。

関係機関と連携
した相談により、
増加した。

関係機関と連携した、
障がい児への相談支
援・個別の計画相談
を行なった。

イベント充実を
図り、案内文送
付により利用者
増加を目指した
が、保育所への
措置もあり一時
保育が減じた。

イベント充実を図り、
案内文送付により利
用者増加を図った。
毎週水曜日に、様々
な教室を実施し、年2
回の町外遠足など
行った。

広報や施設を通
じた事業周知を
行なったが、1件
のみ利用

ファミリー・サ
ポート・セン
ターの活動件
数

0件
(H27)

福祉保健課
調べ

19
福祉保健

課
×

子育て支援セ
ンター延べ利
用者数

2,422人
(H26)

福祉保健課
調べ

17

障がい児相談
支援延べ利用
者数（単年度）

4人
(H27)

福祉保健課
調べ

18

１-５　子育
て相談と支
援機能の充
実

○関係機関や団体と連携し、子
育て家庭が必要とする情報の
提供や相談及び支援体制の充
実を図るとともに、産前産後の
ケアや発達に障がいのある児
童の早期支援を行う。
○施設の利用を通じて、保護者
同士による相談・情報交換・学
び・新たなコミュニティづくりが
図れるよう、アットホームなイベ
ントの開催に努める。

・ファミリーサポートセン
ター事業

障がい児の方の社会
参加の更なる推進。

広報誌での周知や健
康センターと連携し、
検診時に支援セン
ターの説明等を行っ
ているが、わかりやす
く説明するためリーフ
レット等を作成する。

・子育て支援センター運
営費

福祉保健
課

0

11,067,552

752,611

ファミサポ事業の周
知。
単独運用が困難。

支援センター・健康セ
ンター・保育所等の施
設での啓発に努める
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綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

－ － － － 35％

－ － － －

－ － － － 60％

－ － － －

【A列】 【Ｂ列】 【Ｃ列】 【Ｄ列】 【Ｅ列】 【Ｆ列】 【Ｇ列】 【Ｈ列】 【Ｉ列】 【Ｊ列】 【Ｋ列】 【Ｌ列】 【Ｍ列】 【Ｎ列】 【Ｏ列】 【Ｐ列】 【Ｑ列】 【Ｒ列】
【Ｓ
列】

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

決算(見込)額(円)

36％ 36％ 36％ 36.5％ 37％

34.5％ 32.6% 32.8%

93％ 93％ 93.5％ 94.3％ 95％

93％ 90％ 92%

4回 4回 4回 4回 4回

0回 3回 4回

24

農協青年部と綾小５
年生との田植～給食
までのお米学習及び
農業寺子屋が町内外
の児童が野菜生産活
動を通じての食育学
習の実施を支援した。

健康増進のための食
育の実施等。

各関係機関と連携し、
それぞれの分野での
食育に取り組み、家
庭での取り組みも促
進していく。

・食育・地産地消推進事
業

300,000
農林振興

課

－ － － － 実施

－ － －

福祉保健
課

高齢者が生き生きと暮らしていると思う人の割合 総合長期計画アンケート
福祉保健

課

医療・福祉の充実

重点目標
現況

(計画策定時）
出典等 担当課目標値

実績値

H31.10確定予定
次回アンケートH31.7実施予定

H31.10確定予定
次回アンケートH31.7実施予定

評価に対する説明

■本町で生産される安心・安全な食材の地産地消と食改善指導の充実提供により、健康長寿社会の実現を図ります。
■地域災害拠点病院である宮崎市郡医師会病院が十分な機能を発揮できるようにします。
■町民が安心して医療サービスを受けられるように、医師や看護師等の人財の育成や確保を図り、安定した医療提供体制を構築します。
■介護ニーズに適切に対応するため、介護に係る人財の育成を図るとともに、有資格者の就業に向けた取組を促進します。
■地域資源を有効に活用するとともに、地域や高等教育機関等との連携により、予防に重点を置いた取組を推進します。
■医療、介護、予防、生活支援、住まいにかかわる多様な主体が連携して、住み慣れた地域での暮らしを支える地域包括ケアシステムを構築し、その取組を推進します。
■高齢者の地域や社会活動への参加に対して、インセンティブを働かせる取組を推進します。
■障がい者やその家族の地域生活における継続性を確保するとともに、障がい者の自立と社会参加を促進します。

評価

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ 現況 出典等 No.目標値

実績値

医療体制（地域医療・休日医療など）の充実度
28.6％
(H26)

総合長期計画アンケート

52.1％
(H26)

○食生活改善推進員・自治公
民館・教育機関などと連携し、
食生活の見直しから生活習慣
病予防の啓発普及に努める。
○管理栄養士による親子料理
教室など行い、食育活動の充
実を図る。

学校給食にお
ける町内での
食材購入の割
合

35.35％
(H26)

教育総務課
調べ

21

保育給食にお
ける町内での
食材購入の割
合

93.0％
(H26)

福祉保健課
調べ

22

地産地消での食材の
提供として、ほんもの
センターでの野菜や
綾産米などで給食を
提供している。

食物アレルギー食の
誤食や事故の防止、
食中毒予防などの衛
生管理など

保護者と面談を行い、
個々の症状に応じた
食事提供をしていく。
食中毒については、
細目に手洗い等を行
い衛生面に気を付け
ていく。

・保育所給食

町内農産物を年
間通して給食の
献立に取り入れ
ることができてお
り、昨年よりも増
加できている。

学校給食を民間委託
とすることを決定し、
栄養教諭が地産地消
や食育に注力できる
環境が整うこととなっ
た。

野菜価格の高騰など
が給食に影響してい
る。

学校給食地産地消の
実績値を増加させる
ための方向性
①安い仕入れ先を見
つける
②給食費の増額
③献立の工夫

・学校給食地産地消推
進事業

教育総務
課

実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性 担当課

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

1,892,000

評価

２-２　高次
医療サービ
スの提供

〇宮崎市・国富町・市郡医師
会・県医師会などと連携し広域
医療の充実を図る。

宮崎市郡医師
会病院の移転
支援の実施

実施
福祉保健課

調べ
25

福祉保健
課

161,918

26,477,718

親子料理教室
の開催回数

1回
(H27)

福祉保健課
調べ

23

各園との調整も
スムーズに、順
調な事業展開が
できた。

公立保育園、民間幼
稚園との連携により1
年目よりも順調に実
施できた。

子どもにどこまで作業
をやってもらうか等役
割を明確にすること。

親子での分担作業を
通じて食の大切さを
十分伝えていく。

・心と体の栄養事業
福祉保健

課

町内で揃わない
加工品のみ町外
購入とし、町内
優先で購入して
いる。

- - - -
・宮崎市郡医師会病院
の移転支援

福祉保健
課

0

２-１　食育・
食生活の充
実
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綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

－ － － － 35％

－ － － －

－ － － － 60％

－ － － －

【A列】 【Ｂ列】 【Ｃ列】 【Ｄ列】 【Ｅ列】 【Ｆ列】 【Ｇ列】 【Ｈ列】 【Ｉ列】 【Ｊ列】 【Ｋ列】 【Ｌ列】 【Ｍ列】 【Ｎ列】 【Ｏ列】 【Ｐ列】 【Ｑ列】 【Ｒ列】
【Ｓ
列】

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

決算(見込)額(円)

福祉保健
課

高齢者が生き生きと暮らしていると思う人の割合 総合長期計画アンケート
福祉保健

課

医療・福祉の充実

重点目標
現況

(計画策定時）
出典等 担当課目標値

実績値

H31.10確定予定
次回アンケートH31.7実施予定

H31.10確定予定
次回アンケートH31.7実施予定

評価に対する説明

■本町で生産される安心・安全な食材の地産地消と食改善指導の充実提供により、健康長寿社会の実現を図ります。
■地域災害拠点病院である宮崎市郡医師会病院が十分な機能を発揮できるようにします。
■町民が安心して医療サービスを受けられるように、医師や看護師等の人財の育成や確保を図り、安定した医療提供体制を構築します。
■介護ニーズに適切に対応するため、介護に係る人財の育成を図るとともに、有資格者の就業に向けた取組を促進します。
■地域資源を有効に活用するとともに、地域や高等教育機関等との連携により、予防に重点を置いた取組を推進します。
■医療、介護、予防、生活支援、住まいにかかわる多様な主体が連携して、住み慣れた地域での暮らしを支える地域包括ケアシステムを構築し、その取組を推進します。
■高齢者の地域や社会活動への参加に対して、インセンティブを働かせる取組を推進します。
■障がい者やその家族の地域生活における継続性を確保するとともに、障がい者の自立と社会参加を促進します。

評価

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ 現況 出典等 No.目標値

実績値

医療体制（地域医療・休日医療など）の充実度
28.6％
(H26)

総合長期計画アンケート

52.1％
(H26)

実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性 担当課

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業 評価

366日 365日 365日 365日 366日

366日 365日 365日

1,080人 1,080人 1,080人 1,080人 1,080人

967人

60％ 60％ 60％ 60％ 60％

－
(H30.10)

300人 300人 300人 200人 200人

254人 125人 167人

・がん検診事業
・しなやか血管骨太検診
・結核検診
・歯周病疾患検診事業

受診勧奨・受診
機会を増やした
ことで平成26年
度実績より増加
したものの、目
標達成できてい
ない。

フレッシュ健診・特定
健診・がん検診の案
内と申込書を全世帯
に郵送した。
広報、消防団活動を
通じ受診勧奨を行
なった。

消防団の夕方健診の
定着、健診結果説明
時に来所する習慣化

若い世代から健診結
果を生活改善に活か
してもらえるような教
室を検討していく。

H27年度現況値
より、増加となっ
ているためおお
よそ順調とした

未受診者に対して郵
便や個別訪問で受診
勧奨を行った。

個別受診勧奨の訪問
で受診者増につな
がった方を継続して受
診につなげる。

病気の重症化を防ぐ
ためにも早期の受診
が大切なため、未受
診者への戸別訪問等
のアプローチを行って
いく。

17,356,616

3,796,458

宮崎市・国富町・市郡
医師会・県医師会な
どと連携し、医療体制
を確保する。

・夜間急病センター管理
運営負担金事業（保健
対策総務費）
・総合発達支援センター
運営費負担金（保健対
策総務費）
・共同利用型病院負担
金事業（保健対策総務
費）
・在宅当番医制業務委
託事業
・宮崎歯科福祉センター
負担金事業（保健対策
総務費）

福祉保健
課

集団健康診査
受診者数

 899人
(H27)

福祉保健
課

特定健康診査
受診率

福祉保健課
調べ

27

○宮崎市・国富町・市郡医師
会・県医師会などと連携し、夜
間急病センター・小児診療所・
在宅当番医制共同事業運営な
どの医療体制を確保する。
○フレッシュ健診・消防団健診
などの受診を促進し、若い世代
から健康づくりの意識を高め、
事後指導・相談による生活習慣
病などの予防を推進する。

夜間急病セン
ター開設日数

365日
(H26)

福祉保健課
調べ

26
目標値どおり開
設されているた
め順調

- -

47.5％
(H27)

福祉保健課
調べ

28 Ｈ30.10確定予定
未受診者に対して郵
便や個別訪問で受診
勧奨を行った。

個別受診勧奨の訪問
で受診者増につな
がった方を継続して受
診につなげる。

病気の重症化を防ぐ
ためにも早期の受診
が大切なため、未受
診者への戸別訪問等
のアプローチを行って
いく。

フレッシュ・消
防団健康診査
受診者数

164人
(H26)

福祉保健課
調べ

29

２-３　地域
医療サービ
スの確保

×
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綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

－ － － － 35％

－ － － －

－ － － － 60％

－ － － －

【A列】 【Ｂ列】 【Ｃ列】 【Ｄ列】 【Ｅ列】 【Ｆ列】 【Ｇ列】 【Ｈ列】 【Ｉ列】 【Ｊ列】 【Ｋ列】 【Ｌ列】 【Ｍ列】 【Ｎ列】 【Ｏ列】 【Ｐ列】 【Ｑ列】 【Ｒ列】
【Ｓ
列】

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

決算(見込)額(円)

福祉保健
課

高齢者が生き生きと暮らしていると思う人の割合 総合長期計画アンケート
福祉保健

課

医療・福祉の充実

重点目標
現況

(計画策定時）
出典等 担当課目標値

実績値

H31.10確定予定
次回アンケートH31.7実施予定

H31.10確定予定
次回アンケートH31.7実施予定

評価に対する説明

■本町で生産される安心・安全な食材の地産地消と食改善指導の充実提供により、健康長寿社会の実現を図ります。
■地域災害拠点病院である宮崎市郡医師会病院が十分な機能を発揮できるようにします。
■町民が安心して医療サービスを受けられるように、医師や看護師等の人財の育成や確保を図り、安定した医療提供体制を構築します。
■介護ニーズに適切に対応するため、介護に係る人財の育成を図るとともに、有資格者の就業に向けた取組を促進します。
■地域資源を有効に活用するとともに、地域や高等教育機関等との連携により、予防に重点を置いた取組を推進します。
■医療、介護、予防、生活支援、住まいにかかわる多様な主体が連携して、住み慣れた地域での暮らしを支える地域包括ケアシステムを構築し、その取組を推進します。
■高齢者の地域や社会活動への参加に対して、インセンティブを働かせる取組を推進します。
■障がい者やその家族の地域生活における継続性を確保するとともに、障がい者の自立と社会参加を促進します。

評価

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ 現況 出典等 No.目標値

実績値

医療体制（地域医療・休日医療など）の充実度
28.6％
(H26)

総合長期計画アンケート

52.1％
(H26)

実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性 担当課

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業 評価

0回 4回 24回 24回 24回

0回 4回 21回

481人 500人 600人 750人 900人

488人 505人 697人

34人 34人 37人 40人 42人

34人 36人 43人

1人 2人 4人 4人 5人

1人 3人 4人

49件 60件 96件

10件
（H28）

49件

7,000人 7,200人 7,493人 7,900人 8,000人

10,620人 9,782人 11,646人

1,000人 2,800人 6,000人 9,000人 12,000人

1,032人 2,855人 6,000人

配置は目標達成
している。

職員不足により、協議
会発足や地域資源発
掘に至らず、配置はし
たが、活動に至ってい
ない。

担い手がおらず、包
括支援センター職員
の兼務となり負担が
大きい。

H30.4からの活動に備
え、包括職員等に順
次養成講座に参加し
ていただく。
町内各拠点のコー
ディネーター同士の分
担により、軽減を図
る。

1,336,814

月２回を定例とし
ており、研修会１
回実施し、案件
無しが２回あっ
た。

適正なケアプランへ
の指導を図った。

地域資源等の不足
（集い・活動する場、
ボランティア、訪問介
護等）

個別案件から見えてく
る不足している政策
等の形成を図る。

・地域包括支援センター
運営事業（地域包括支
援センター費）
・町単独高齢者福祉事
業
・配食サービス事業
・軽度生活援助事業
・介護認定審査会共同
運営事業
・認知症地域支援・ケア
向上事業
・生活支援体制整備事
業

福祉保健
課

キャラバンメイトの質
の向上を行い、サ
ポーター養成講座等
に積極的に係ってい
く。

中学生を対象とした
講座を設け、青少年
から高齢者まで各年
代に認知症理解を深
める。

32

増加により、団
体向に対し、サ
ポーター養成講
座を2回開催し
た。

小学校や高年者クラ
ブでの要請講座にボ
ランティアとして参加
いただく。

活動の場を創出する
とともに、自らが企画・
立案していけるように
導く。

自宅から開催場所ま
での足の確保（高齢
者）

0回
(H27)

福祉保健課
調べ

30

10件
（H28）

福祉保健課
調べ

34

昨年度は受講者
数が減じたが、
新しい講座も開
講され、受講者
も増加した。

21地区の生涯学習推
進員により、多様な講
座を開設し活発な取
組みがされている。

生涯学習推進員の設
置のない地区民も他
の地区の講座に参加
できることとなってお
り、特になし。

0人
(H27)

福祉保健課
調べ

33

２-５　高齢
者の生きが
いの場の創
出

認知症サポー
ター数

481人
(H27)

福祉保健課
調べ

31

突発的な対応は
困難だが、キャ
ラバンメイトの参
加により、小学
生や高年者クラ
ブ等の大きい団
体にも啓発で
き、サポーターの
増加及び介護に
対する理解が深
まった。

２-４　地域
包括ケアシ
ステムの構
築

○関係団体などと連携し、介護
にかかる人財の育成や質の向
上などを図るとともに、人財の
定着に向けた取組を検討する。
○認知症サポーター養成講座
の充実とともに、老人認知症疾
患の早期発見・早期治療の体
制整備を推進する。
○高齢者の運動の習慣化を目
指して、自治公民館活動や社
会体育と連携し、介護予防教室
などでの運動指導に取り組み、
健康増進を図る。
○住み慣れた地域や家庭で引
き続き生活できるよう、介護
サービスの充実を図るととも
に、認知症に関する正しい知識
の普及を図り、周囲の人が適
切に対応できる環境を整え、公
民館活動などへの積極的参加
を促進する。
○地域における医療や福祉の
相談等の支援体制を確保する
ため、関係機関や公共施設等
の連携を強化するとともに、複
合的な相談機能等の向上を図
る。

○高齢者の福祉施設等におけ
る活動に対し、換金可能なポイ
ントを付与するなど、高齢者の
社会参加を促進する。

地域ケア会議
の開催数

自立支援型地
域ケア会議に
諮るケアプラ
ンの数

生活支援コー
ディネーター
の配置

毎月2回開催に
より、計画通り

生涯学習講座
参加者延べ人
数

7,000人
(H26)

運動教室参加
者延べ人数

783人
(H26)

地域での送迎や見守
りなど住民主体による
ボランティアの育成も
図りつつ、運動教室
の輪を町内全域に広
げ健康寿命の延伸と
介護予防に取り組
む。

・高年者クラブ活動費
・社会福祉協議会活動
運営（いきいき100歳体
操）

3,888,106

3,447,668

福祉保健
課

自立支援型ケアマネ
ジメントの支援。専門
職のアドバイスを入れ
ることによってケアマ
ネの質の向上につな
がっている。

資料作成に多大な時
間をとられることか
ら、一般の居宅から理
解が得られにくい。

計画的に対象者を選
別していく。

・生涯学習推進
・公民館生涯学習講座

社会教育
課

新たな講座の開設に
より、若い世代にも参
加を促す。

町内9地区と健康セン
ターで運動教室を継
続開催している。。

福祉保健課
調べ

36

お達者クラブ・・・
延2105名、
いきいき100才体
操・らくらく運動
教室・・・620人登
録

社会教育課
調べ

35

小学生、地区（2箇
所）、高年者クラブで
の講座の開催

若年層の認知症理解
を促進したい。

認知症キャラ
バンメイト数

34人
(H27)

福祉保健課
調べ
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綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

－ － － － 35％

－ － － －

－ － － － 60％

－ － － －

【A列】 【Ｂ列】 【Ｃ列】 【Ｄ列】 【Ｅ列】 【Ｆ列】 【Ｇ列】 【Ｈ列】 【Ｉ列】 【Ｊ列】 【Ｋ列】 【Ｌ列】 【Ｍ列】 【Ｎ列】 【Ｏ列】 【Ｐ列】 【Ｑ列】 【Ｒ列】
【Ｓ
列】

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

決算(見込)額(円)

福祉保健
課

高齢者が生き生きと暮らしていると思う人の割合 総合長期計画アンケート
福祉保健

課

医療・福祉の充実

重点目標
現況

(計画策定時）
出典等 担当課目標値

実績値

H31.10確定予定
次回アンケートH31.7実施予定

H31.10確定予定
次回アンケートH31.7実施予定

評価に対する説明

■本町で生産される安心・安全な食材の地産地消と食改善指導の充実提供により、健康長寿社会の実現を図ります。
■地域災害拠点病院である宮崎市郡医師会病院が十分な機能を発揮できるようにします。
■町民が安心して医療サービスを受けられるように、医師や看護師等の人財の育成や確保を図り、安定した医療提供体制を構築します。
■介護ニーズに適切に対応するため、介護に係る人財の育成を図るとともに、有資格者の就業に向けた取組を促進します。
■地域資源を有効に活用するとともに、地域や高等教育機関等との連携により、予防に重点を置いた取組を推進します。
■医療、介護、予防、生活支援、住まいにかかわる多様な主体が連携して、住み慣れた地域での暮らしを支える地域包括ケアシステムを構築し、その取組を推進します。
■高齢者の地域や社会活動への参加に対して、インセンティブを働かせる取組を推進します。
■障がい者やその家族の地域生活における継続性を確保するとともに、障がい者の自立と社会参加を促進します。

評価

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ 現況 出典等 No.目標値

実績値

医療体制（地域医療・休日医療など）の充実度
28.6％
(H26)

総合長期計画アンケート

52.1％
(H26)

実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性 担当課

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業 評価

19人 30人 40人 50人 120人

19人 46人 102人

57人 60人 65人 70人 75人

57人 60人 65人

２-６　障が
い者の自立
と社会参加
の促進

○関係機関と連携し、就労支援
施設などの機能強化を支援し、
障がい者の雇用・就労の促進
を図るとともに、福祉サービス
の提供により、障がいのある方
の自立意識の高揚と社会参加
の促進を図る。

障がい者相談
支援延べ利用
者数（単年度）

20人
(H26)

福祉保健課
調べ

37

障がい福祉
サービスの支
給決定者数

57人
(H27)

福祉保健課
調べ

38

関係機関と連携
し実施できてい
る。

関係機関と連携した、
障がい者への相談支
援・個別の計画相談
を実施した。

障がい者の方の社会
参加のさらなる推進。

関係機関と連携し、障
がい者施設の機能充
実を図る。

・障がい支援区分認定
審査
・障がい者地域生活支
援事業（障がい者地域
支援事業）
・町単独障がい者扶助
・療養介護給付費
・障がい者介護給付費
訓練等給付費【再掲】

福祉保健
課

144,488,401
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綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

－ － － － 55％

－ － － －

－ 119事業 119事業

－

－ － 77.8%

－ －

【A列】 【Ｂ列】 【Ｃ列】 【Ｄ列】 【Ｅ列】 【Ｆ列】 【Ｇ列】 【Ｈ列】 【Ｉ列】 【Ｊ列】 【Ｋ列】 【Ｌ列】 【Ｍ列】 【Ｎ列】 【Ｏ列】 【Ｐ列】 【Ｑ列】 【Ｒ列】
【Ｓ
列】

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

決算(見込)額(円)

22件 24件 25件 29件 30件

22件 24件 28件

1,380kW 1,450kW 1,438kW

1,276kW 1,415kW
－

（H30.10）

123件 140件 150件 155件 160件

123件 141件 150件

100％ 100％ 100％ 100％ 100％

100％ 100％ 100％

78人 85人 95人 120人 150人

78人 85人 93人

100％ 100％ 100％ 100％ 100％

100％ 97.6％ 100％

802ｇ 770ｇ 752ｇ 740ｇ 727ｇ

802ｇ 812ｇ 838ｇ

100％ 100％ 100％ 100％ 100％

100％ 100％ 100％

2件 4件 6件 8件 10件

2件 5件 14件

居住環境の充実

重点目標
現況

(計画策定時）
出典等 担当課目標値

実績値

防災体制の満足度
44.3％
(H26)

総合長期計画アンケート
総務税政

課

■空き家等の既存ストックの流通を促進するとともに、地域振興など他の施策と連携した取組を推進します。
■環境を次世代に引き継ぐため、再生可能エネルギーを有効に活用し、域内における多様なエネルギーの効率的な運用を図ります。
■安定した消防体制を構築するとともに、郷土愛護の精神を育み、防災のリーダーとなる人財の育成、防災や減災に適切に対応する環境を整備します。
■ごみ減量やリサイクルに対する意識の向上を図るとともに、環境美化や河川浄化の取組を推進します。
■森林の保全を図るとともに、木材の多面的な活用を推進します。
■地域活動や住民活動を担う人財を育成するとともに、相互に活動内容を共有し、多様な主体の連携を促進することで、地域の活性化を図ります。
■関係機関や関係団体が連携して、移住希望者が求める情報提供や魅力発信を行うとともに、移住相談、移住後のフォローアップ等の支援体制を強化します。

町が関与した移住世帯の３年後の定着率 － 企画財政課調べ
企画財政

課

協働で行われている事業の数 － 企画財政課調べ
企画財政

課

Ｈ３０年度新規設定のため未評価
H30.6（いつ時点の移住者を対象とするのかを３市町で協議）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ 現況 出典等 No.目標値

実績値

○自治公民館や関係団体等と
連携し、空き家バンクへの登録
促進と情報発信をするととも
に、空き家再生事業による住環
境整備を行う。

建築施工業者へ
の相談段階での
事業紹介により増
加している。

住宅リフォーム補助
事業とともに広報や
地元工務店を通じて、
事業推進を図り、伐採
後の造林に結びつい
た。

採算面から間伐など
森林環境の保全が図
られていない人工林
が多く、関連事業の周
知と活用も十分でな
い。

森林整備についての
理解を深め、町民・山
林所有者・建築施工
業者へ事業活用につ
いて広報などにより周
知する。

・綾産木材利用推進事
業
・森林整備事業

農林振興
課

4,495,000

評価

評価

３-１　既存
ストックの有
効活用

H26年度に定数
210名に増とした
が、定数を満たし
ている

消防団員を中心
に、ほぼ計画通り
の資格取得ができ
ている

×

座談会や広報誌によ
るごみの出し方の周
知を図った。児童のう
ちからゴミ問題を身近
に感じるよう、小学校
でエコクリーンプラザ
みやざきを見学したの
ち、学習新聞として掲
示。

ごみ量全体で46ｔ増
（昨年比）となってお
り、可燃ごみは減少し
たが、不燃ごみ、粗大
ごみの増加が著しい。

不燃・粗大ごみの増
加は単年的なことも
考えられるため、注視
していくともに、広報
誌などによる、ごみの
減量化の周知徹底に
より、可燃ごみに含ま
れている資源ごみの
分別徹底を図る。

・河川浄化対策事業
・廃油せっけん製造
・エコクリーンプラザみや
ざき運営管理費
・生ごみ収集管理費
・ごみ減量啓発事業（宮
崎県４Ｒ推進協議会負
担金）公共水域環境

基準（ＢＯＤ）
達成率

100％
(H27)

町民生活課
調べ

46

町管理型浄化槽
の設置など行い目
標値を保ってい
る。

町民生活
課

45

町管理型浄化槽の設
置など行った。

浄化槽区域内の未設
置率が36.85％であ
る。

広報等により、浄化槽
未設置世帯へ事業活
用を促す。

可燃：▲78t
不燃：13t
資源：103ｔ
粗大：8ｔ
全体的として、46ｔ
の増加。 114,072,702

○防災士資格取得などにより、
防災リーダー育成を推進すると
ともに、町民一斉防災訓練によ
り、高齢者などの災害弱者の安
全確保に配慮した災害時の対
応や行動など、防災知識の普
及と防災意識の高揚を図る。
○消防設備及び消防団活動の
充実・強化を図るとともに、団員
の確保に努る。

自主防災組織
の結成率

100％
(H27)

３-２　ス
マートシティ
（エコなまち
づくり）の取
組の推進

木材利用推進
事業件数（累
計）

2件
(H26)

農林振興課
調べ

47

・防災士取得した住民
など幅広い人材を確
保することで、防災を
意識した活動に努め
る。
・防災士のスキルアッ
プ研修を通じて資質
向上を図る。
・社会教育の充実を
図り、若手のうちに地
域を深く知り、郷土愛
をより深められる取組
みを行う。

・広域消防負担金
・消防団活動
・消防団地域活性化事
業
・緊急防災・減災事業

H30.10頃公表予定

【補助金額】
SF社製：3万円/1kWh
SF以外：1.5万円
/1kWh
上限：4kWh
補助上限を減額した
が、省エネの関心が
高く、住宅新築に併せ
た設置が進んでいる。

停電時や災害時の対
策として、蓄電池や家
庭用燃料電池やエコ
キュートなどの設置補
助要望など、省エネ
施策への問い合わせ
も増えている。

太陽光発電システム
の普及が進んできた
ため、H29年度補助金
上限を引き下げたが、
太陽光発電補助事業
の廃止も含め検討す
る。

・太陽光発電システム設
置事業

総務税政課
調べ

42

消防団の充足
率

100％
(H27)

総務税政課
調べ

44

防災士資格取
得者数（累計）

52人
(H27)

総務税政課
調べ

43

○住宅用の太陽光発電システ
ムなどの再生可能エネルギー
利用システムの設置費用負担
軽減を図り、再生可能エネル
ギーの地産地消を図る。

太陽光発電設
備導入容量
（10kW未満）

実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性 担当課

企画財政
課

総務税政
課

29,244,000

○ＥＳＤ（持続的な開発のため
の教育）の理念に基づき、学校
教育から社会教育に至るまで
環境教育を展開し、自然環境
や生物多様性に対する意識や
知識を高める取組を推進する。
○「綾町女性の会」と一体と
なって、川をきれいにする条例
を町民一人一人が遵守し行動
できるよう推進するとともに、流
域自治体の連携のもと、河川
浄化対策を推進する。
○本町産木材利用推進事業な
どの助成事業により、伐期を迎
えた地元産出木材による住宅
などの建築を推奨するととも
に、山林所有者への助成を行
い、循環型の山林経営を推進
する。

町民１日あた
りのごみの排
出量

802ｇ
(H27)

町民生活課
調べ

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

1,276kW
(H27)

資源エネル
ギー庁調べ

40

再生可能エネ
ルギー補助実
績件数（累計）

107件
(H26)

企画財政課
調べ

41

空き家再生事
業件数
（累計）

22件
(H26)

総務税政課
調べ

39

全地区において結
成している

・自治公民館組織を
中心とした町内一斉
避難訓練を実施し、
避難経路や災害弱者
の把握、地域内連携
を図った。
・防災に対する意識
向上のため防災士資
格取得推進を図った。
・消防団活動を通じ
て、防災意識と技能
の向上により安全安
心のまちづくりを図っ
た。

導入が進むととも
に、再生可能エネ
ルギーの有効活
用や省エネにつな
がっている。

計画通りに進捗し
ているため順調

申し出のあった空き
家を改修し、町有住
宅として5年間、移住
者等へ貸し出した。満
5年を迎えた空き家を
所有者に返還。うち、
所有者と継続賃貸契
約したものあり

空き家の掘り起こし情
報が弱い

空き家情報を公民館
長や不動産業者など
を通じ収集を図る。

・町有住宅維持管理（空
き家再生事業）
・綾町空き家情報バンク
事業
・若者定住促進住宅料
補助事業【再掲】

・地域住民の負担拡
大
・防災士に対する意
識向上
・若い団員の確保

総務税政
課

Ｈ３０年度新規設定のため未評価
H30.6

H31.10確定予定
次回アンケートH31.7実施予定

評価に対する説明

183,105,000

450,000

３-４　環境
保全の推進

３-３　防災
対策の推進
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綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

－ － － － 55％

－ － － －

－ 119事業 119事業

－

－ － 77.8%

－ －

【A列】 【Ｂ列】 【Ｃ列】 【Ｄ列】 【Ｅ列】 【Ｆ列】 【Ｇ列】 【Ｈ列】 【Ｉ列】 【Ｊ列】 【Ｋ列】 【Ｌ列】 【Ｍ列】 【Ｎ列】 【Ｏ列】 【Ｐ列】 【Ｑ列】 【Ｒ列】
【Ｓ
列】

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

決算(見込)額(円)

居住環境の充実

重点目標
現況

(計画策定時）
出典等 担当課目標値

実績値

防災体制の満足度
44.3％
(H26)

総合長期計画アンケート
総務税政

課

■空き家等の既存ストックの流通を促進するとともに、地域振興など他の施策と連携した取組を推進します。
■環境を次世代に引き継ぐため、再生可能エネルギーを有効に活用し、域内における多様なエネルギーの効率的な運用を図ります。
■安定した消防体制を構築するとともに、郷土愛護の精神を育み、防災のリーダーとなる人財の育成、防災や減災に適切に対応する環境を整備します。
■ごみ減量やリサイクルに対する意識の向上を図るとともに、環境美化や河川浄化の取組を推進します。
■森林の保全を図るとともに、木材の多面的な活用を推進します。
■地域活動や住民活動を担う人財を育成するとともに、相互に活動内容を共有し、多様な主体の連携を促進することで、地域の活性化を図ります。
■関係機関や関係団体が連携して、移住希望者が求める情報提供や魅力発信を行うとともに、移住相談、移住後のフォローアップ等の支援体制を強化します。

町が関与した移住世帯の３年後の定着率 － 企画財政課調べ
企画財政

課

協働で行われている事業の数 － 企画財政課調べ
企画財政

課

Ｈ３０年度新規設定のため未評価
H30.6（いつ時点の移住者を対象とするのかを３市町で協議）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ 現況 出典等 No.目標値

実績値

評価

評価実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性 担当課

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

Ｈ３０年度新規設定のため未評価
H30.6

H31.10確定予定
次回アンケートH31.7実施予定

評価に対する説明

90％ 90％ 90％ 90％ 90％

90.0％ 89.4％ 88.2%

49

町政座談会にて事業
説明や地域課題につ
いて、住民との直接
的意見交換により、円
滑な事業実施や支援
を図った。
毎月の公民館長会に
より、協働のまちづく
りが円滑に進んでお
り、公民館活動も盛ん
である。

公民館や団体などに
参加しない町民との
対話の場がない。

団体活動に参加して
いない個人の意見を
吸い上げるため、メー
ルによる提案や意見
を今後も求めていく。

・町民との対話・発信事
業（地域と町民活動の元
気創出活性化事業）

3,269,380
企画財政

課

50

高年者クラブでは、シ
ルバーボランティアに
よる友愛訪問活動な
どを行い、高齢者が
相互に支援する活動
を行った。

事業活性化に向けた
会員獲得

全国１００万人会員増
強運動に基づいた加
入促進をし参加者を
増やす

・高年者クラブ活動費
【再掲】

2,130,000
福祉保健

課

51

消費者相談において
は、専門員を配置して
いる広域窓口（宮崎
市）を案内した。また、
イベント時の啓発やシ
ルバー人材センター
の研修会時にチラシ
等の配布を行った。

広域窓口での町民の
相談件数が年間10件
（来訪1件・電話9件）と
少なかった。

広域窓口の利用促進
を図るため広報等で
の周知徹底を行う。ま
た、将来は高齢者を
対象とした出前相談
会なども検討したい。

◎消費者行政推進事業 987,204
町民生活

課

　若者定住促進住宅
料補助の要件として
自治公民館加入を原
則としているが、強制
しておらず、民間住宅
へ入居するも未加入
世帯が多くある。
　小さな班であれば毎
年役周りがあるため、
高齢単身者やひとり
親世帯は苦労が多く、
班自体が１つ消滅し
た。

加入強制はできない
が、コミュニティの大
切さを呼びかけるとと
もに、現状維持を図
る。

・公民館費
・公民館生涯学習講座
【再掲】
・民主団体活動育成
・三世代ふれあい事業
【再掲】
・芸術文化対策事業（民
俗芸能伝承事業）
・文化財・古墳史跡管理
（綾城管理・文化財史跡
調査事業）
・花いっぱい運動
・綾町民体育大会

社会教育
課

×44,099,152
自治公民館加
入率

90.1％
(H26)

社会教育課
調べ

48

大手民間住宅の
建築増とともに新
婚や育児世代の
転入も増加した
が、活動への理解
が得られず、加入
率の増加はかなり
厳しく、前年を下
回った。

転入届出の際に、ゴミ
集積所は班で管理し
ていることや災害時に
おける地域のつなが
りの重要性、公民館
や班活動の楽しさな
どを伝え加入案内す
るほか、館長、班長に
よる直接勧誘を行
なっている。

３-５　地域
コミュニティ
の活性化

○自治公民館施設整備の支援
を行うとともに、中核となる人財
の育成に努め、自主的な自治
活動を促進する。
○住みよい地域づくりを目指
し、自治公民館連絡協議会が
定めた「４つの目標、18の実践」
の支援に努め、自治公民館と
行政の連携を図る。
○多種多様な地域の課題解決
のため、自治公民館と連携し、
ニーズに即したサービスを提供
するとともに、ソーシャルビジネ
スやコミュニティビジネス等の
視点を含めた取組を推進し、自
立性の高いコミュニティの形成
を図る。

- 9 -



綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

－ － － － 55％

－ － － －

－ 119事業 119事業

－

－ － 77.8%

－ －

【A列】 【Ｂ列】 【Ｃ列】 【Ｄ列】 【Ｅ列】 【Ｆ列】 【Ｇ列】 【Ｈ列】 【Ｉ列】 【Ｊ列】 【Ｋ列】 【Ｌ列】 【Ｍ列】 【Ｎ列】 【Ｏ列】 【Ｐ列】 【Ｑ列】 【Ｒ列】
【Ｓ
列】

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

決算(見込)額(円)

居住環境の充実

重点目標
現況

(計画策定時）
出典等 担当課目標値

実績値

防災体制の満足度
44.3％
(H26)

総合長期計画アンケート
総務税政

課

■空き家等の既存ストックの流通を促進するとともに、地域振興など他の施策と連携した取組を推進します。
■環境を次世代に引き継ぐため、再生可能エネルギーを有効に活用し、域内における多様なエネルギーの効率的な運用を図ります。
■安定した消防体制を構築するとともに、郷土愛護の精神を育み、防災のリーダーとなる人財の育成、防災や減災に適切に対応する環境を整備します。
■ごみ減量やリサイクルに対する意識の向上を図るとともに、環境美化や河川浄化の取組を推進します。
■森林の保全を図るとともに、木材の多面的な活用を推進します。
■地域活動や住民活動を担う人財を育成するとともに、相互に活動内容を共有し、多様な主体の連携を促進することで、地域の活性化を図ります。
■関係機関や関係団体が連携して、移住希望者が求める情報提供や魅力発信を行うとともに、移住相談、移住後のフォローアップ等の支援体制を強化します。

町が関与した移住世帯の３年後の定着率 － 企画財政課調べ
企画財政

課

協働で行われている事業の数 － 企画財政課調べ
企画財政

課

Ｈ３０年度新規設定のため未評価
H30.6（いつ時点の移住者を対象とするのかを３市町で協議）

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ 現況 出典等 No.目標値

実績値

評価

評価実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性 担当課

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

Ｈ３０年度新規設定のため未評価
H30.6

H31.10確定予定
次回アンケートH31.7実施予定

評価に対する説明

2世帯 3世帯 8世帯 9世帯 10世帯

-
3世帯→2
世帯（1世
帯転出）

11世帯

50件 50件 50件 60件 70件

57件 55件 83件

10件 20件 25件

25件 17件 12件

55

民間アパートの増加と
ともに、子育て世帯の
転入により、小学校就
学児童も増加してい
る。

補助期間最長10年を
経過した後の転出者
の増加が懸念され
る。

補助対象期間の経過
後も新築などに結び
つく取組みを検討す
る。

・若者定住促進住宅料
補助

18,364,000
総務税政

課

３-６　移住・
定住対策の
推進

○民間活力による若者の定住
促進を図るため、若者定住促
進住宅料補助制度活用などに
よる、民間アパートや借家の拡
充を推進するとともに、子育て
しやすい環境整備などにより、
子育て世代の定住促進を図
る。
○移住希望者の必要とする雇
用や住居などの情報を集約・提
供するとともに、移住後のフォ
ローアップを行い、定住化を図
る。

町が関与した
移住世帯数
（累計）

－
企画財政課

調べ
52

住宅リフォー
ム補助事業利
用実績数（累
計）

—
産業観光課

調べ
54

町が関与した
移住希望者の
相談件数

40件
(H26)

企画財政課
調べ

53

大都市圏での移住相
談会を４回開催し、イ
ベント動画などを用い
て伝え、窓口では、近
隣市町村の移住政策
なども伝えている。

大都市での移住相談
会では２名体制により
希望者全員の相談に
応じることが出来た
が、希望される空き家
を確保できない。
相談者の大半は充実
した補助制度の自治
体を選択したいと考え
られていた。

短時間で分かりやす
い説明を行えるよう、
移住に関する情報と
魅力をわかりやすくま
とめ、丁寧な対応を行
う。
空き家所有者に事業
への理解をいただき、
確保を図る。

・移住促進事業
企画財政

課
208,575

相談件数は多い
が、地域の代表者
に繋ぐなど、丁寧
に行っている。

目標値は達成して
おり効果も順調

町内施工業者を利用
して修繕及び補修等
の工事を行う場合、事
業費100万円を限度と
して、経費の一部（上
限10万円）の補助を
行った。
町民の生活環境の向
上とともに、町内施工
業者などへの経済効
果があった。

当事業を知らない住
民がいるため、広報
等を活用して周知を
広く行う必要がある。

31年度までの継続事
業となるため、町政座
談会や広報紙などに
て、広く周知を図る。

・住宅リフォーム補助事
業

産業観光
課

1,109,000

- 10 -



綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

4人 8人 12人 16人 20人

4人 7人 10人

【A列】 【Ｂ列】 【Ｃ列】 【Ｄ列】 【Ｅ列】 【Ｆ列】 【Ｇ列】 【Ｈ列】 【Ｉ列】 【Ｊ列】 【Ｋ列】 【Ｌ列】 【Ｍ列】 【Ｎ列】 【Ｏ列】 【Ｐ列】 【Ｑ列】 【Ｒ列】
【Ｓ
列】

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

決算(見込)額(円)

小50.0％
中50.0％

小60.0％
中40.0％

小60.0％
中40.0％

小60.0％
中40.0％

小49.3％
中32.9％

小56.5％
中30.0％

小70.0％
中70.0％

小75.0％
中75.0％

小75.0％
中75.0％

小75.0％
中75.0％

小75.0％
中75.0％

小70.2％
中52.1％

小71.0％
中73.9％

小71.0％
中70.0％

－ 増加 増加

45％
（H30.3）

1件 2件 2件 2件 2件

1件 2件 3件

25人 30人 35人 40人 45人

25人 30人 37人

－ 2人 4人 7人 10人

－ 2人 4人

－ － － 1件 1件

0件 0件 0件

人財の育成

重点目標
現況

(計画策定時）
出典等 担当課目標値

実績値
評価に対する説明

・本庄高校魅力化推進
事業（教育委員会事務
局費）

教育総務
課

516,340

42,000

認定新規就農者数
4人

(H27)
農林振興課調べ

農林振興
課

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ 現況 出典等 No. 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

○宮崎大学との包括的連携協
定締結を基に、様々な研究者・
機関との連携による「知の蓄
積」を図るとともに、地域課題や
地元企業のニーズにあった調
査研究を推進する。
○専門的なスキルなどを養う講
座や研修会等への参加を支援
し、経営能力などの向上を図
る。

－
ユネスコ エ
コパーク推
進室調べ

59

研究者・機関
との連携によ
る「知の蓄積」
取組件数（累
計）

1,633,000
新たに宮崎国際大
学と包括的連携協
定を締結した。

県外進学３２％、
県外就職１５％で
ある。

本庄高校の魅力化推
進活動の結果、綾中
からの進学率が上
がってきている。

進学・就職ともに県外
への流出が多く、県内
への就職率が低い。

義務教育の時から、
地域に残ろうと思える
ようなキャリア教育を
行う。

地域や社会を
良くするため
に何をすべき
かを考えるこ
とがあると回
答した児童生
徒の割合

小39.6％
中36.6％

(H26)

教育総務課
「全国学力・
学習状況調

査（文科
省）」

56

地域や社会で
起こっている
問題や出来事
に関心がある
と回答した児
童生徒の割合

小62.2％
中60.5％

(H26)

教育総務課
調べ

57

○充実した総合的な学習の時
間や体験活動などを通じて郷
土を見つめなおすとともに豊か
な郷土愛を育み、自己の可能
性を最大限に発揮する能力や
主体的な態度を養い、地域で
活躍できる人財の育成を図る。
○ふるさと・キャリア教育支援
体制を構築し、関係機関や団
体との連携による活動環境の
創出と地方創生の取組に触れ
る機会を設けることにより、地
方創生に対する意識の醸成を
図る。

１８歳時の地
元就職及び地
元進学の増加
率

－
教育総務課

調べ
58

青年就農給付金の活
用しながら、JA、普及
センターとタイアップ
し、営農指導を行う。

・農業後継者育成支援
事業
・青年就農給付金事業

農林振興
課

31,693,688

４-２　地域
や企業ニー
ズに対応し
た人財の育
成等

○農業支援センターと農協が
連携し行う充実した研修と営農
指導により、高い技術の習得と
新規就農の促進を図る。
○機械利用組合による農業機
械リース事業を展開し、新規就
農者の設備投資を抑えるととも
に、農業機械の導入支援を図
り、早期の経営安定につなげ
る。

新規就農者数
（累計）

25人
(H27)

農林振興課
調べ

60

オリジナリティ
あふれる新規
就農者支援事
業利用者数
（累計）

－
農林振興課

調べ
61

４-１　ふるさ
と・キャリア
教育の充実

４-４　地元
企業への就
職を促す仕
組みの構築

○若い世代へＩＣＴ技術を活用
し、地域資源の魅力を発信する
とともに、地元企業の雇用環境
などの見える化を推進する。

人材確保支援
に関する制度
事業を利用実
績（累計）

－
企画財政課

調べ
62

農地中間管理機構を
通して農地の集約を
図った2名の新規就農
者が継続して営農し
ている。

高齢化が進む中、さら
なる農地の集約が課
題。

事業利用が図られ
ている。

事業利用実績がな
かった

中規模事業所に地元
高校生の採用を積極
的に働きかけ、本年
度採用者数は調査中

パート採用希望のた
め、事業活用にいたら
ない。事業の認知不
足

４-３　新規
就農者・農
業法人の育
成

Ｉ・Ｊ・Ｕターンによる
新規就農者数は
年々増加傾向にあ
る。

県、農協と一体的に
フォロー体制整備（定
期的な担当者会・情
報共有・計画書作成
指導・技術指導）を
行った。

露地野菜（有機農業）
での就農が多数であ
るが、就農しても営農
が難しい。

ユネスコ
エコパーク

推進室

・学術的研究支援事業
・研究機関との連携事業

個別の委託研究締結
を行い、地域振興に
貢献する具体的なも
のを推進していく。

地域振興への貢献

高等教育機関１５事
業を実施。2017年度
は宮崎国際大学と包
括的連携協定を締結
した。

小中学校とも総合的
な学習の時間を核と
した研究を行ってい
る。体験活動も豊富
に実施できている。

体験活動が増えすぎ
て、体験活動すること
が目的となり、児童生
徒が思考する場面が
少なくなっている。
学校と地域を結ぶ人
材が不足しており、体
験活動の調整が困難
である。

学校と地域を結ぶ地
域コーディネーターと
関連事業を計画・実
施する。

・ユネスコスクール推進
事業

評価

商工会を通じた事業
の周知を行い、積極
的な事業活用を図
る。

・移住促進事業【再掲】
企画財政

課

取り組む地域の拡大
を図る。

・オリジナリティーあふれ
る新規就農者支援事業

農林振興
課

0

93,380

×

■教育機関や地元企業等の関係機関の連携により、地域や企業ニーズに合った人財を育成します。
■企業経営者の経営に対する認識やノウハウを高め、従業者のスキルアップを図るなど、質の高い人財の育成を促進します。
■企業のマネジメント層の人財を育成するとともに、外部からの人財登用を推進します。
■新規就農者の育成と定着化を図るとともに、農業の生産性を向上させる仕組みを構築し、農業所得の向上を図ります。
■地元企業の雇用環境などの見える化を推進し、地元企業への興味や関心を高め、就業につなげていきます。

×

×

評価

教育総務
課

小学校６年生は、
低学年から地域を
学ぶ活動などに取
り組んでいるため
と考えられ、今後
は中学校も上昇す
ることが予想でき
る。

課題 課題を踏まえた方向性 担当課目標値

実績値

年度目標をほぼ達成でき、相談も受けており、順調である

全国学力

調査項目

なし

全国学力

調査項目

なし

全国学力

調査項目

なし

全国学力

調査項目

なし
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綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

－ － － － 2,440人

2,492人 － － －

【A列】 【Ｂ列】 【Ｃ列】 【Ｄ列】 【Ｅ列】 【Ｆ列】 【Ｇ列】 【Ｈ列】 【Ｉ列】 【Ｊ列】 【Ｋ列】 【Ｌ列】 【Ｍ列】 【Ｎ列】 【Ｏ列】 【Ｐ列】 【Ｑ列】 【Ｒ列】
【Ｓ
列】

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

決算(見込)額(円)

47億円 47億円 47億円

47.9臆円 50.6億円
－

（H31.3）

－ 4件 5件 6件 7件

3件 5件 6件

－ － － 360件

360件 －
－

（2021.12）
－

66

農畜産物をふるさと納
税返礼品として寄附
者に発送した。またイ
ベントにおいて特産品
としてＰＲを行った。

寄附については増減
があることが前提とな
るが、昨年度よりも減
じた。リピーター確保
が課題。

ふるさと納税制度が
終了した場合でも町
の農畜産物を通販等
の形で購入していた
だけるような綾町ファ
ンの獲得を目指し、特
産品ＰＲとともに町づ
くりについての情報発
信やめいぶつチョイス
への登録も行う。

・ふるさと納税事業 604,000,000
総務税政

課

1件 1件 2件

8件 1件 1件

140億円 145億円 152億円

－ －
－

（2020.1）

69

研究者等の活動拠
点、地域住民の町づく
りの拠点を整備し、地
域活性化につながる
ような管理運営を行
う。

より活発な利活用が
なされるよう、地域住
民、研究者等への情
報提供を行う必要が
ある

研究機関との連携促
進による地域課題解
消が図られるよう運営
する。

◎エコパークセンター管
理運営事業

1,191,000
エコパーク

推進室

目標値

実績値

企画財政課
「工業統計
調査（経産

省）」

地元企業と生
産者との異業
種連携件数
（累計）

64－
農林振興課

調べ

農業経営体数 － 65

○緑が多く快適で潤いのある
生活環境、美しい自然環境と調
和した雇用力の大きい、無公害
型企業（精密機械など）の誘致
を推進する。
○既存ストックを再整備したエ
コパークセンターの管理運営に
より、地域課題の解決や創業を
図るとともに、企業の働き方改
革などの支援を図る。
○制度資金借入れに要する経
費の負担を軽減などにより、設
備投資を促進し、既存産業の
技術・生産性の向上や経営安
定化を図る。

立地企業数
（累計）

－

課題を踏まえた方向性 担当課

目標を超えた実績
があった。

農産物の付加価値を
高める商品開発が
パッケージ戦略ととも
に行われている。

製造品出荷額
138億円

(H26)

現況

産業観光課
調べ

出典等 No. 実績値に対する説明

67

農業産出額
46億円
(H26)

農林振興課
「市町村別
農業産出額
試算（農水

省）」

63

産業観光
課

雇用の場の創出

重点目標
現況

(計画策定時）
出典等 担当課目標値

実績値
評価に対する説明

町内事業所従業者数（総数）
2,438人
(H24)

経済センサス（総務省統計局）
企画財政

課

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ

企画財政課
「農林業セ
ンサス」

68 2020.1頃公表予定

資源を活用し、自然と
共生できる企業誘致
がされ設備投資も図
られている。

綾ブランドを求めた個
人、企業の進出の計
画があるが、現在町
内にある零細企業と
の競合を避ける必要
がある。

進出企業等の実態を
十分検討する必要が
ある。

・小規模事業者特別短
期融資資金利子補給
・中小企業者特別融資
保証料補助
・工芸品産業振興資金
利子補給

順調に企業立地
が進んでいる。

資源を活用した綾らし
い企業誘致により雇
用が図られている。

企業誘致は、県と連
携して実施している
が、土地の確保等大
規模企業の誘致は困
難である。

協議会としての取り組
みも継続して行いな
がら、地域資源を活
かした小規模企業の
誘致を積極的に実施
する。

・県央地区企業立地促
進事業
・企業誘致促進事業

産業観光
課

課題

農業者数は微増
減を繰り返してい
る。
2021.12頃公表予
定

農林振興
課

評価

評価

H31.3頃公表予定

肉用牛の１年１産を目
標に生産性向上のた
めの畜産技術を導入
し労力軽減や経営安
定とともに、機械導入
などにより、生産性向
上や省力化を図った。

早期離乳による疾病
対策が懸念され病気
蔓延防止のため獣医
との連携が必要。

農業共済組合のフ
レッシュ検診等を活用
した定期的な受診を
行ない事故防止に努
め、１年１産を達成す
る。

農林振興
課

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業主な取組の内容及び成果

連携後の商品販売力
の強化。

関係者で販売促進を
行なっているが、商品
として定着できる販路
開拓を行う。

農林振興
課

H32年確定予定

■異業種間のマッチング、波及効果の高い産業や事業に重点して投資することで、生産性と効率性を持った取組を推進します。
■的確に企業動向を収集し、都市部からの人の流れと地元企業との連携を意識した企業誘致とコワーキングスペースの取組を展開します。
■官民における創業支援機関が支援体制を構築し、新たな市場の開拓に目を向け、創業前後における支援を充実することで創業率を高めます。
■フードビジネスや観光産業等による異業種間の連携を強化し、域内で外貨を稼ぐ取組を推進します。
■中心市街地に民間投資を生む環境を整備し、ＩＣＴ産業や商業等の集積を図ります。
■地域経済を維持・活性化していくために、女性や高齢者の雇用の場を創出し、労働力の確保を図ります。
■給与などの処遇面における雇用条件の改善を図り、若い世代の地元への定着やＩＪＵターンを促進します。
■企業の多様な働き方を促し、ワーク・ライフ・バランスを推進することで、労働の継続性を高めます。

・綾町肉用牛肥育対策
事業資金貸付事業
・優良繁殖雌牛保留導
入対策事業
・肉用牛支援センター農
家支援対策事業
・農地中間管理機構集
積支援事業（耕作放棄
地再生利用緊急対策事
業費補助）
・機械利用組合活動推
進事業
◎有害鳥獣パトロールで
地域活性化事業
◎野生猿特別捕獲班活
動支援事業
◎シカ捕獲促進事業
◎産地パワーアップ事
業

12,821,200

高齢等による離農者
の情報を収集し、新
規就農者のスムーズ
な就農を図る。

優良農地の遊休化を
阻止し、新規就農者
の受け皿の確保や農
地の出し手の情報収
集等。

就農相談や新規就農
者の支援等を行い、
就農者の確保、育成
を行った。

704,300

1,246,000

５-２　企業
立地と設備
投資の促進

５-１　農林
水産業の生
産基盤の確
立

○生産性を高めるため、品目
の選定や機械化などによる作
業の効率性を高め、農協と連
携し、規模効果を追求した栽培
技術の確立を図る。
○農商工が連携し、新たな複
合経営、加工や流通・販売など
の新たな商業活性化の展開を
図る。
○肉用牛総合支援センターに
哺乳ロボットを導入し、早期離
乳による分娩間隔短縮を図り、
一年一産による和牛繁殖農家
の所得向上・受胎率向上・母牛
の計画的更新・優良肉用牛生
産のための基盤づくりを推進す
る。
○作業の効率化・農業生産の
データベース化を図るため、圃
場管理・栽培管理システムのサ
イトの構築について検討する。
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綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

－ － － － 2,440人

2,492人 － － －

【A列】 【Ｂ列】 【Ｃ列】 【Ｄ列】 【Ｅ列】 【Ｆ列】 【Ｇ列】 【Ｈ列】 【Ｉ列】 【Ｊ列】 【Ｋ列】 【Ｌ列】 【Ｍ列】 【Ｎ列】 【Ｏ列】 【Ｐ列】 【Ｑ列】 【Ｒ列】
【Ｓ
列】

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

決算(見込)額(円)

目標値

実績値

課題を踏まえた方向性 担当課現況 出典等 No. 実績値に対する説明

雇用の場の創出

重点目標
現況

(計画策定時）
出典等 担当課目標値

実績値
評価に対する説明

町内事業所従業者数（総数）
2,438人
(H24)

経済センサス（総務省統計局）
企画財政

課

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ 課題

評価

評価

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業主な取組の内容及び成果

H32年確定予定

■異業種間のマッチング、波及効果の高い産業や事業に重点して投資することで、生産性と効率性を持った取組を推進します。
■的確に企業動向を収集し、都市部からの人の流れと地元企業との連携を意識した企業誘致とコワーキングスペースの取組を展開します。
■官民における創業支援機関が支援体制を構築し、新たな市場の開拓に目を向け、創業前後における支援を充実することで創業率を高めます。
■フードビジネスや観光産業等による異業種間の連携を強化し、域内で外貨を稼ぐ取組を推進します。
■中心市街地に民間投資を生む環境を整備し、ＩＣＴ産業や商業等の集積を図ります。
■地域経済を維持・活性化していくために、女性や高齢者の雇用の場を創出し、労働力の確保を図ります。
■給与などの処遇面における雇用条件の改善を図り、若い世代の地元への定着やＩＪＵターンを促進します。
■企業の多様な働き方を促し、ワーク・ライフ・バランスを推進することで、労働の継続性を高めます。

1業者 3業者 4業者 5業者 6業者

4業者 6業者 10業者

－ － 0人 0人 1人

－ － 0人

4件 4件 6件 7件 7件

4件 6件 7件

73

工芸祭りの開催、県
外展示会への支援、
ウッドスタートの実
施。

消費者ニーズの変
化、売上の減少。

継続的な支援。 ・工芸コミュニティ事業 3,372,515
産業観光

課

1件 4件 7件 11件 13件

2件 7件 8件

2件 2件 2件 4件 6件

2件 4件 10件

160人 165人 165人 170人 170人

160人 166人 164人

－ － 0人 1人 2人

－ － 0人

○高齢者の生きがいと就業機
会を確保するため、シルバー人
材センターの活用を推進する。
○テレワークが推進されるよう
関係機関が実施する助成事業
などの啓発を行うとともに、子
育て中の女性が安心して就労
できるサテライトオフィスなどの
基盤整備を検討する。

市街地の空き店舗
を利用した創業が
図られた。

空き店舗の解消ととも
に、中心市街地の活
性化も図られている。

支援が3年間であり、
その後の店舗の継続
が課題。

現況を把握しながら、
支援策の検討が必
要。

・商工振興対策事業
・空き店舗対策事業【再
掲】

○農商工連携などによる６次産
業化とともに、魅力ある付加価
値の高い商品開発を推進す
る。

６次産業化の
取組事例数
（累計）

4件
(H27)

農林振興課
調べ

72
事業者主導による
取組みが１件あっ
た。

きんかん加工場の整
備を行った。

商品の販売力強化

関係者で販売促進を
行なっているが、商品
として定着できる販路
開拓を行なう

産業観光
課

シルバー人材
センターにお
ける派遣事業
の受注件数
（累計）

2件
(H29)

福祉保健課
調べ

75
受注件数の維持
が図られている。 高齢者の技能や希望

に対応した生きがい
づくりの場、就労の場
の確保しており、会員
数も増加している。シルバー人材

センター会員
実人数

５-５　中心
市街地のに
ぎわいの創
出

○空き店舗改装などの創業支
援とともに、公設駐車場整備に
取組み、歩いて楽しめる市街地
環境整備により、商業活性化
やにぎわい創出を図る。

中心市街地に
おいて空き店
舗関連事業を
活用した出店
数（累計）

－
産業観光課

調べ
74

５-４　新商
品・新技術
等の開発

５-６　雇用
形態の多様
化・労働力
の確保

産業観光
課

160人
(H27)

福祉保健課
調べ

76
会員数の増加が
図られている。

女性の就労支
援事業を活用
した就職者数
（累計）

－
産業観光課

調べ
77

H29年度取り組め
ていない

0

・６次産業化推進事業
・フードビジネスプロジェ
クト事業
・農業支援センター運営
事業

農林振興
課

事業継続・承継に必
要とされる側面的支
援の検討。

・空き店舗対策事業
・手づくり工芸応援事業
補助金

さらなる会員増加の
啓発活動。

産業観光
課

産業観光
課

５-３　創業
や事業承継
等の促進

創業支援事業
計画に基づく
創業者数（累
計）

－
産業観光課

調べ
71

事業活用が無かっ
た。

商工会とともに創業
希望者への支援内容
など、活用に向けた事
業紹介をしている。

○加工業の創業について、積
極的に支援し、若者が定着する
ような魅力ある雇用の場の確
保に努めるとともに、販路開拓
を推進する。
○制度資金借入れに要する経
費の負担を軽減などにより、設
備投資を促進し、既存産業の
技術・生産性の向上や経営安
定化を図る。
○産業観光会館内に設ける
チャレンジショップなどを活用
し、育成する取組を推進する。
○新たに工房を開業する工芸
家に対し、工房の改修費や家
賃補助を行い、手づくり工芸の
活性化を図る。

市街地の空き店舗
や郊外の空き家を
利用した創業が図
られている。

空き店舗の解消ととも
に、中心市街地の活
性化も図られている。

創業者数（累
計）

－
産業観光課

調べ
70

事業としての支援は3
年間であり、その後の
店舗、工芸の継続性
が課題。
併用住宅の弊害によ
り、空き店舗解消が困
難な店舗がある。

13,000,000

17,639,000

12,236,444

0

3,885,000

高齢者が生涯現役で
社会活動するため、
社会参加への受け皿
づくりに取り組む。

・シルバー人材センター
運営補助

福祉保健
課

・男女共同参画事業

男女共同参画事業と
併せて事業を周知す
るなどにより事業活用
を図る。

創業希望者への支援
情報提供しか行なえ
ていない。

創業希望者への支援
情報提供しか行なえ
ていない。

創業はあるものの、
計画に基づく支援を
受ける創業者が現れ
ない

事業周知によりまず
は事例を作る

・創業支援事業計画に
基づく創業支援

- 13 -



綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

－ － － － 2,440人

2,492人 － － －

【A列】 【Ｂ列】 【Ｃ列】 【Ｄ列】 【Ｅ列】 【Ｆ列】 【Ｇ列】 【Ｈ列】 【Ｉ列】 【Ｊ列】 【Ｋ列】 【Ｌ列】 【Ｍ列】 【Ｎ列】 【Ｏ列】 【Ｐ列】 【Ｑ列】 【Ｒ列】
【Ｓ
列】

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

決算(見込)額(円)

目標値

実績値

課題を踏まえた方向性 担当課現況 出典等 No. 実績値に対する説明

雇用の場の創出

重点目標
現況

(計画策定時）
出典等 担当課目標値

実績値
評価に対する説明

町内事業所従業者数（総数）
2,438人
(H24)

経済センサス（総務省統計局）
企画財政

課

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ 課題

評価

評価

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業主な取組の内容及び成果

H32年確定予定

■異業種間のマッチング、波及効果の高い産業や事業に重点して投資することで、生産性と効率性を持った取組を推進します。
■的確に企業動向を収集し、都市部からの人の流れと地元企業との連携を意識した企業誘致とコワーキングスペースの取組を展開します。
■官民における創業支援機関が支援体制を構築し、新たな市場の開拓に目を向け、創業前後における支援を充実することで創業率を高めます。
■フードビジネスや観光産業等による異業種間の連携を強化し、域内で外貨を稼ぐ取組を推進します。
■中心市街地に民間投資を生む環境を整備し、ＩＣＴ産業や商業等の集積を図ります。
■地域経済を維持・活性化していくために、女性や高齢者の雇用の場を創出し、労働力の確保を図ります。
■給与などの処遇面における雇用条件の改善を図り、若い世代の地元への定着やＩＪＵターンを促進します。
■企業の多様な働き方を促し、ワーク・ライフ・バランスを推進することで、労働の継続性を高めます。

0社 0社 0社 1社 1社

0社 0社 0社

－ － － 3件 4件

1件 1件 4件

－ － － － 60％

－ －
－

（2019.10）
－

81
14企業、51名が制度
活用。うち新規が5名
（Ｈ29年度）

平成22年度にスタート
した事業であるが、町
内企業の従業員の福
祉の増進を図るた
め、事業の継続が不
可欠。

現状を把握しながら
の事業の継続が必
要。

・中小企業退職金共済
新規加入助成事業

1,295,500
産業観光

課

○仕事と子育ての両立や労働
力の確保などを図るため、ワー
ク・ライフ・バランスの普及を推
進し、育児休暇などが取得しや
すくなるなど、働き方の是正を
図り、働きやすい環境づくりを
図る。

くるみん認定
事業者数

0社
(H27)

企画財政課
「宮崎労働
局調べ」

78
増加に向け推進で
きていない

2019.10頃確定予
定
次回アンケート
2019.7実施予定

×

仕事と生活の
両立ができて
いると思う人
の割合

57.5％
(H26)

企画財政課
「総合長期
計画アン
ケート」

80

26,820

男女共同参画職員研
修会を開催するととも
に町民への計画概要
版配布や広報誌、成
人式でのパンフ配布
やパネル展などによ
り認知度向上を図っ
た。
「くるみん認定」に対
する事業推進が行な
えていない。

町内での事業認知度
を高める必要がある。

綾町第１次男女共同
参画計画に基づき、
ワーク・ライフ・バラン
スの普及を推進し、育
児休暇などが取得し
やすくなるなど、働き
やすい環境づくりを推
進する。

・男女共同参画事業
企画財政

課

「仕事と家庭
の両立応援宣
言」を行う事業
所数

－
企画財政課
「県労働政
策課調べ」

79
増加により目標達
成

５-７　雇用
環境の改善

- 14 -



綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

－ － － － 57％

－ － － －

【A列】 【Ｂ列】 【Ｃ列】 【Ｄ列】 【Ｅ列】 【Ｆ列】 【Ｇ列】 【Ｈ列】 【Ｉ列】 【Ｊ列】 【Ｋ列】 【Ｌ列】 【Ｍ列】 【Ｎ列】 【Ｏ列】 【Ｐ列】 【Ｑ列】 【Ｒ列】
【Ｓ
列】

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

決算(見込)額(円)

90万人 92万人 94万人 96万人 98万人

96.8万人 98.6万人 95.3万人

83

友好交流協定を締結
している韓国鎮安郡
への行事参加と卓球
大会への中学生卓球
部派遣、韓国鎮安郡
訪問団の受入

綾町出身者ふるさと
交流会は高齢化進行
により、開催期間のさ
らなる短縮を求められ
ている。

綾出身者の交流会を
要望により、東京・大
阪とも３年毎開催とし
たが、高齢化により参
加できない出身者が
増加したため、開催方
法の検討と若い出身
者の登録を推進す
る。

・韓国交流事業
・日本で最も美しい村連
合参加事業
・綾町出身者ふるさと交
流会事業

1,624,655
企画財政

課

84

宮崎市立倉岡小・瓜
生野小の５年生を対
象に本町で合宿しな
がら、農業体験などを
通じ、「生きる力」を学
び「命の尊さ」を体得
するとともに、本町の
魅力を感じ、発信いた
だけた。
他の学校にも推進し
た。

コーディネイターが他
の学校へ推進してい
るが、事業調整が難
しく、年２回の開催が
限界。

実施いただける学校
や地域の開拓を行う。
また、農家民泊や日
帰りプラン作成などに
より、参加者との交流
拡大などへの展開を
住民主導で目指す。

・子ども農山漁村交流に
よる地域活性化モデル
事業【再掲】

897,669
企画財政

課

85

生物多様性地域戦略
の推進。
まちづくり協議会の開
催。

地域住民の理解の促
進

地域住民への啓発事
業の推進と住民参画
型のまちづくり協議会
の振興

・ユネスコ　エコパーク推
進事業（生物多様性地
域戦略）
・ＢＲ地域運営協議会推
進事業（各種協議会等
推進事業）

2,656,000
ユネスコ

エコパーク
推進室

86
綾町有機農業推進大
会の実施

・推進大会の内容の
充実を図っていく。
・生産施設の管理費
節減

・消費者と生産者の顔
の見えるつながりを継
続していく。
・施設の老朽化に伴う
維持管理経費が増加
しつつある。立替え・
改修を含め検討が必
要（堆肥・液肥工場）

・液状堆肥工場費
・堆肥工場費
・有機農業実践振興会
・有機農業生産拡大推
進事業
・有機農業推進会議

22,667,958
農林振興

課

87

自治公民館の協力に
より、ポット土入れ作
業や公民館管理の花
壇への花の植栽、除
草作業を実施。

花の種類が固定化。

育苗センター（現場）
の声も聞きながら新
品種の育苗にも挑戦
し、町の景観向上に
努める。

・花いっぱい運動【再掲】 7,190,321
社会教育

課

ブランド力の向上

重点目標
現況

(計画策定時）
出典等 担当課目標値

実績値
評価に対する説明

■ターゲットを明確にした上で、適切な時期に適切な場所で、関心を持たせる情報発信を行います。
■観光資源のブラッシュアップや魅力ある観光商品の開発等を行うとともに、観光客の回遊性や滞在性を高めます。
■スポーツキャンプや合宿、大会誘致を図るとともに、認知度のあるプロスポーツキャンプを生かし、誘客効果の高い取組を推進します。
■観光地や宿泊施設等での観光客の利便性を高める受入環境を整備します。
■アフターコンベンションの充実やユニークベニューの創出等を図り、ＭＩＣＥの誘致を推進します。
■自然生態系農業の認証制度の強化により、消費者から信頼される農産物の提供と販路拡大を図る。
■農林水産物や加工品のブランド化を推進し、消費拡大を図るとともに、国内外への販路を拡大します。
■自然と観光施設を結ぶ遊歩道などの整備を図り、滞在時間を高め、交流を生む基盤づくりを推進します。
■景観や眺望の確保とバリアフリーによる安全と防災面強化のため、無電柱化を推進します。

観光産業の振興が図られていると思う人の割合
49.7％
(H26)

総合長期計画アンケート
産業観光

課

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ 現況 出典等 No. 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性 担当課

H31.10確定予定
次回アンケートH31.7実施予定

○主要観光施設などに整備し
た「MIYAZAKI FREE Wi-Fi」など
を活用し、観光情報や地域のイ
ベントなどをプッシュ配信するこ
とで、商業・観光施設間の回遊
性を高める。
○ユネスコ エコパークなどの国
内外からの視察にも対応できる
ビジターセンターの設立を検討
し、情報の集約・発信及び観光
をはじめとする様々な交流活動
の拠点としての整備を図る。
○安心安全な地元食材を用い
た伝統食の提供や伝統文化な
ど、地域資源と特色を生かした
産業観光を推進する。

観光入込客数
89.7万人

(H26)
産業観光課

調べ
82

台風等の影響に
より前年度より
減少したが、年
度目標は達成し
た。

開催イベント主体と連
携し、内容の充実向
上を図った。天候に恵
まれず客数増加にい
たらなかった。

広域観光の取組によ
る海外客の受入実績
の増加を図る必要が
ある。

６-１　綾らし
さを活かし
た取組の推
進

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業目標値

実績値

海外客のための多言
語案内板や観光マッ
プの内容充実ととも
に、国内外へのPR強
化を図る。

・綾ひな山祭り事業
・男山まつり事業
・恋人の聖地「照葉短歌
賞」

2,463,897

評価

評価

産業観光
課
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綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

－ － － － 57％

－ － － －

【A列】 【Ｂ列】 【Ｃ列】 【Ｄ列】 【Ｅ列】 【Ｆ列】 【Ｇ列】 【Ｈ列】 【Ｉ列】 【Ｊ列】 【Ｋ列】 【Ｌ列】 【Ｍ列】 【Ｎ列】 【Ｏ列】 【Ｐ列】 【Ｑ列】 【Ｒ列】
【Ｓ
列】

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

決算(見込)額(円)

ブランド力の向上

重点目標
現況

(計画策定時）
出典等 担当課目標値

実績値
評価に対する説明

■ターゲットを明確にした上で、適切な時期に適切な場所で、関心を持たせる情報発信を行います。
■観光資源のブラッシュアップや魅力ある観光商品の開発等を行うとともに、観光客の回遊性や滞在性を高めます。
■スポーツキャンプや合宿、大会誘致を図るとともに、認知度のあるプロスポーツキャンプを生かし、誘客効果の高い取組を推進します。
■観光地や宿泊施設等での観光客の利便性を高める受入環境を整備します。
■アフターコンベンションの充実やユニークベニューの創出等を図り、ＭＩＣＥの誘致を推進します。
■自然生態系農業の認証制度の強化により、消費者から信頼される農産物の提供と販路拡大を図る。
■農林水産物や加工品のブランド化を推進し、消費拡大を図るとともに、国内外への販路を拡大します。
■自然と観光施設を結ぶ遊歩道などの整備を図り、滞在時間を高め、交流を生む基盤づくりを推進します。
■景観や眺望の確保とバリアフリーによる安全と防災面強化のため、無電柱化を推進します。

観光産業の振興が図られていると思う人の割合
49.7％
(H26)

総合長期計画アンケート
産業観光

課

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ 現況 出典等 No. 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性 担当課

H31.10確定予定
次回アンケートH31.7実施予定

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業目標値

実績値

評価

評価

351チーム 351チーム 353チーム 355チーム 355チーム

318チーム 366チーム 425チーム

9,400人 9,400人 9,500人 9,800人 10,000人

8,283人 9,298人 10,136人

90

県水上スキー連盟と
連携し、広沢ダム湖
水上スキー場にて１７
歳以下全国大会開
催。
有名校（立教大・福岡
大・明治学院大など）
が通年合宿を行って
いる。

事業継続には、町内
競技者を掘り起こし、
町民理解を深める必
要がある。
円滑な大会運営に
は、消波施設が必要
である。

管理者（宮崎市）との
協議を行い消波施設
等の整備を行う。
広報誌などを通じて、
水上スキーの大会開
催や体験会の周知を
図る。

・中山間活性化対策事
業

3,584,398
企画財政

課

産業観光課
調べ

89

351チーム
(H26)

キャンプチー
ム数

スポーツ合宿
宿泊者数

9,304人
(H26)

施設のグレードアップ
やヘルスケアにより付
加価値を高め、キャン
プ団体の継続的な利
用を図るとともに、各
種団体等への積極的
なセールスを行う。

　陸上競技において
近隣県での高地ト
レーニングなどが増
加している｡
　陸上競技場トラック
の老朽化改善が急
務。

多目的広場･合宿ｾﾝ
ﾀーの整備により、充
実を図った。

台風の影響によ
りキャンセルが
相次いだが、受
入体制の強化に
よりチーム数、宿
泊者数共に向上
した。

産業観光
課

12,783,084

・職業球団等キャンプ受
入
・東京オリンピック・パラ
リンピック事前合宿誘致
事業
・スポーツ施設等維持管
理整備事業（小田爪多
目的広場整備等）

○プロスポーツキャンプ受入態
勢と施設の充実を図るととも
に、新たに、関係団体との連携
による地域資源を活かした水
上スキー大会を誘致するなど、
スポーツランドみやざきの取組
を推進する。

６-２　ス
ポーツランド
みやざきの
推進

産業観光課
調べ

88
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綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

－ － － － 57％

－ － － －

【A列】 【Ｂ列】 【Ｃ列】 【Ｄ列】 【Ｅ列】 【Ｆ列】 【Ｇ列】 【Ｈ列】 【Ｉ列】 【Ｊ列】 【Ｋ列】 【Ｌ列】 【Ｍ列】 【Ｎ列】 【Ｏ列】 【Ｐ列】 【Ｑ列】 【Ｒ列】
【Ｓ
列】

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

決算(見込)額(円)

ブランド力の向上

重点目標
現況

(計画策定時）
出典等 担当課目標値

実績値
評価に対する説明

■ターゲットを明確にした上で、適切な時期に適切な場所で、関心を持たせる情報発信を行います。
■観光資源のブラッシュアップや魅力ある観光商品の開発等を行うとともに、観光客の回遊性や滞在性を高めます。
■スポーツキャンプや合宿、大会誘致を図るとともに、認知度のあるプロスポーツキャンプを生かし、誘客効果の高い取組を推進します。
■観光地や宿泊施設等での観光客の利便性を高める受入環境を整備します。
■アフターコンベンションの充実やユニークベニューの創出等を図り、ＭＩＣＥの誘致を推進します。
■自然生態系農業の認証制度の強化により、消費者から信頼される農産物の提供と販路拡大を図る。
■農林水産物や加工品のブランド化を推進し、消費拡大を図るとともに、国内外への販路を拡大します。
■自然と観光施設を結ぶ遊歩道などの整備を図り、滞在時間を高め、交流を生む基盤づくりを推進します。
■景観や眺望の確保とバリアフリーによる安全と防災面強化のため、無電柱化を推進します。

観光産業の振興が図られていると思う人の割合
49.7％
(H26)

総合長期計画アンケート
産業観光

課

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ 現況 出典等 No. 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性 担当課

H31.10確定予定
次回アンケートH31.7実施予定

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業目標値

実績値

評価

評価

32,000人 33,000人 34,000人 34,000人 35,000人

30,882人 30,225人 31,292人

92

町が管理する主要観
光地全てに
「MIYAZAKI FREE Wi-
Fi」アクセスポイントを
設置し、ＡＰマップによ
る周知とともに運用し
ている。

環境を利用したウォー
クラリーなどのイベン
トにより、観光客の増
加と誘客・周遊を図り
たい。

公共施設等のWi-Fi環
境を記した観光マップ
の配布や開催イベン
トなどの観光情報配
信をおこなう。

・観光・防災Ｗｉ－Ｆｉス
テーション整備事業

633,744
企画財政

課

370件 370件 360件 360件 350件

367件 371件 371件

13件 15件 17件 19件 21件

11件 14件 18件

5.7億円 6.0億円 6.0億円 6.0億円 6.0億円

5.9億円 4.9億円 4.5億円

96

九州管内での物産展
を実施し、綾町の手づ
くり工芸、農産物の販
売、ＰＲを実施した。

県外では、本町の工
芸品の認知度は低く、
売上が伸びない状
況。

工芸品のPR実施。
継続的な事業の継
続、支援を実施する。

・綾町物産展 137,222
産業観光

課

きゅうりの価格
低迷及び素牛が
高くキャトルス
テーションの予
定頭数を購入で
きなかった。

登録会員数の維
持ができている。

有機JAS講習会等を
実施した。

高齢化が進む中、新
規就農者の定着を促
進する。

有機JASを含めた自
然生態系農産物のブ
ランド化を図るととも
に、新規就農者の定
着を促進していく。

・有機ＪＡＳ認定業務
・農産物ブランド強化推
進事業（有機農業セン
ター事務局費）
◎全国和牛能力共進会
・特産品海外販売促進
対策事業負担金（特産
品販路開拓事業）
・産地パワーアップ事業
（農業支援センター運営
事業）
・農産加工品販路開拓
支援事業

農林振興
課

○町内すべての生産者を対象
とした自然生態系農業の推進
に関する条例に沿った栽培管
理と記帳を徹底し、栽培管理記
録を消費者に提供できる体制
整備を推進する。
○ＪＡＳ法に基づく有機認証とし
て、支援体制を強化し、ＪＡＳ認
定事業者を増加させるととも
に、農産物の販路拡大と高付
加価値化を図る。
○都市部の消費者との産直交
流のために、インターネットを通
じて産地情報などを消費者に
提供するＥＣサイトの環境整備
を図る。
○特産品（日向夏みかん）の海
外輸出継続により、綾ブランド
の定着を図り、様々な品目の海
外輸出の展開を図る。
○周辺自治体や関係団体と連
携し、農林水産物のブランド化
を推進するとともに、関係団体
などが行う海外への輸送など
に要する費用の負担を軽減し、
国内外への販路拡大を図る。
○６次産業化などで開発した商
品の販売力を高めるため、ブラ
ンド構成要素をしっかりと検討
し、動画などによる効果的なＰ
Ｒによる消費拡大と販路拡大を
図る。

自然生態系農
業の認証件数
（登録会員数）

364件
(H26)

農林振興課
調べ

93

574,313ＪＡＳ認定事業
者の認定数

11件
(H26)

農林振興課
調べ

94

農産物のブラ
ンド認証品の
売上額

5.6億円
(H26)

農林振興課
調べ

95

６-４　自然
生態系農産
物のブランド
化と高付加
価値化の推
進による国
内外の市場
開拓

28,769,734

×

×
産業観光

課

６-３　観光
客受入環境
の充実

若者の認定が増
加。5件の新規
認定と1件の廃
止。

○観光施設・宿泊施設・公共施
設において、「MIYAZAKI FREE
Wi-Fi」などのＷｉ－Ｆｉ環境を整
備するとともに、観光パンフレッ
トや観光案内板についても多言
語に対応した整備により、国内
外からの観光客の受入環境の
充実を図る。

宿泊者数
31,762人

(H26)
産業観光課

調べ
91

前年度比で増加
しているが、通
過型観光が多く
宿泊に結びつい
ていない。

平成22年の口蹄疫発
生時、宿泊者数が落
ち込んでいたが、施設
整備やセールスを行
い回復している。

通過型観光客が多
い。
観光客誘致のための
新聞、テレビ、雑誌等
への広告、宣伝の実
施。旅行代理店への
誘致宣伝の実施。

新たな観光メニューに
よりシーズンオフの観
光客誘致を図る。
宿泊施設及びサービ
スの質向上。

・宿泊施設等維持管理
整備事業（綾川荘・てる
はの森の宿）
・活性化協会施設管理
・観光施設Ｗｉ－Ｆｉ整備
事業
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綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

－ － － － 57％

－ － － －

【A列】 【Ｂ列】 【Ｃ列】 【Ｄ列】 【Ｅ列】 【Ｆ列】 【Ｇ列】 【Ｈ列】 【Ｉ列】 【Ｊ列】 【Ｋ列】 【Ｌ列】 【Ｍ列】 【Ｎ列】 【Ｏ列】 【Ｐ列】 【Ｑ列】 【Ｒ列】
【Ｓ
列】

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

決算(見込)額(円)

ブランド力の向上

重点目標
現況

(計画策定時）
出典等 担当課目標値

実績値
評価に対する説明

■ターゲットを明確にした上で、適切な時期に適切な場所で、関心を持たせる情報発信を行います。
■観光資源のブラッシュアップや魅力ある観光商品の開発等を行うとともに、観光客の回遊性や滞在性を高めます。
■スポーツキャンプや合宿、大会誘致を図るとともに、認知度のあるプロスポーツキャンプを生かし、誘客効果の高い取組を推進します。
■観光地や宿泊施設等での観光客の利便性を高める受入環境を整備します。
■アフターコンベンションの充実やユニークベニューの創出等を図り、ＭＩＣＥの誘致を推進します。
■自然生態系農業の認証制度の強化により、消費者から信頼される農産物の提供と販路拡大を図る。
■農林水産物や加工品のブランド化を推進し、消費拡大を図るとともに、国内外への販路を拡大します。
■自然と観光施設を結ぶ遊歩道などの整備を図り、滞在時間を高め、交流を生む基盤づくりを推進します。
■景観や眺望の確保とバリアフリーによる安全と防災面強化のため、無電柱化を推進します。

観光産業の振興が図られていると思う人の割合
49.7％
(H26)

総合長期計画アンケート
産業観光

課

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ 現況 出典等 No. 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性 担当課

H31.10確定予定
次回アンケートH31.7実施予定

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業目標値

実績値

評価

評価

170人 180人 190人 220人 250人

161人 168人 26人

－ － 100ｍ 200ｍ 400ｍ

0ｍ 0m 0m

６-５　ユネ
スコ エコ
パークを活
かした自然
と共生する
まちづくりの
推進

○観光拠点と施設間を結ぶ遊
歩道の整備による森林セラ
ピー基地・オルレ・フットパスな
どを充実させるとともに、自転
車専用レーンなどの整備によ
り、環境にやさしく自然を感じな
がら心身のリフレッシュができ
るプログラムの充実を図る。

森林セラピー・
フットパスなど
の利用者数

165人
(H26)

ユネスコ エ
コパーク推
進室調べ

97

宮崎須木線の無電柱
化にあわせ景観に配
慮した道路整備（歩道
アメニティ・緑陰形成）
を推進する。
土木事務所と連携し
た関係者説明会によ
り、関係者との協議を
深める。

・無電柱化事業 建設課

申込は多かった
が、台風・長雨な
どの影響により
実施ができな
かった。

Ｈ２８年度の熊本電鉄
ツアーが盛況だったこ
ともあり、申込を断る
ほど多かった。

天候不順によりほと
んど実施できなかっ
た。

本町が九州沖縄森林
セラピー基地ネット
ワーク会議の事務局
でもあり、今後、熊本
電鉄への募集委託・
実施を検討する。

・まちづくり協議会推進
事業
・自然環境ガイド事業

ユネスコ
エコパーク

推進室

0

1,289,000

６-６　中心
市街地無電
柱化による
まちの顔づ
くり

○無電柱化をはじめ、道路のグ
レードアップ化など、ユネスコ
エコパークとしてふさわしい景
観整備による癒しを感じる都市
空間形成を図る。

無電柱区間距
離

－ 建設課調べ 98

県道宮崎須木線
の無電柱化につ
いて、事業化は
されているが、
着工が遅れてい
る。H30年6月か
らの着工であ
る。

測量設計が完了。
住民説明会を開催。

景観に配慮した道路
整備の推進。
商工関係者との協議
円滑化。

×
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綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

－ － － － 60％

－ － － －

【A列】 【Ｂ列】 【Ｃ列】 【Ｄ列】 【Ｅ列】 【Ｆ列】 【Ｇ列】 【Ｈ列】 【Ｉ列】 【Ｊ列】 【Ｋ列】 【Ｌ列】 【Ｍ列】 【Ｎ列】 【Ｏ列】 【Ｐ列】 【Ｑ列】 【Ｒ列】
【Ｓ
列】

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

決算(見込)額(円)

－ － － － 40％

－ － －

100

Ｈ28年度末に策定し
た公共施設等総合管
理計画に基づいた事
務を行なっている。

約4 割の施設が築30
年以上であり、多くの
再整備費用を要する
時期を迎えている。

公共施設等総合管理
計画に基づき、必要
な町民サービスを維
持しつつ、適切なマネ
ジメントが図られるよ
う再整備等に関する
個別計画策定に取り
組む。

・財政管理（公共施設等
総合管理計画）

0
企画財政

課

40本 40本 40本 40本 40本

40本 40本 40本

3ｔ 4ｔ 5ｔ 6ｔ 6.5ｔ

0ｔ 5t 2.4ｔ

担当課目標値
実績値

■都市機能の維持・強化を図るため、インフラの長寿命化、公共施設の総量の最適化や質を向上させる取組を推進し、民間活力を最大限に生かした管理運営を行うとともに、公民連携による公
的不動産の利活用を図ります。
■拠点間を結ぶ移動手段を確保するとともに、生活機能を維持していくため、地域の多様な主体が連携し、路線バスの維持やコミュニティバス等の運行など、地域における交通ネットワークを構
築します。
■コールドチェーンを踏まえ、トラック輸送におけるネットワークの構築を図るなど物流体制を確保します。

道路網整備充実についての満足度
49.7％
（H26）

総合長期計画アンケート

広域公共交通網やインフラの
維持・整備

重点目標
現況

(計画策定時）
出典等 評価

建設課
H31.10確定予定

次回アンケートH31.7実施予定

評価に対する説明

目標値

実績値

出典等 No. 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

○公共施設等総合管理計画を
策定し、長期的な視点をもっ
て、更新・統廃合・長寿命化な
どを計画的に実施し、財政負担
軽減・平準化を図る。
○限られた資源を集中利用し、
人口と効率的な公共サービス
を維持することを目指し、立地
適正化計画の策定を検討す
る。
○歩行者の安全性や快適性の
向上を図るため、生活道路の
交通安全施設などの設置に努
め、自治公民館活動やボラン
ティア活動などによる美化と維
持管理を促進する。

市街地整備が
されていると
思う人の割合

－

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ 現況 評価担当課

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

７-１　都市
機能の集約
化

７-２　広域
公共交通網
の構築

○路線バスなどの公共交通に
ついては、利用者ニーズを活か
した利便性が高く、使いやすい
公共交通網の構築を促進する
とともに、利用促進を図りバス
路線の維持に努める。

路線バス本数
（平日）

40本
(H27)

企画財政課
調べ

101

○宮崎行
　・平日：40本
　・土：28本
　・日祝：19本
○綾着
　・平日：37本
　・土：28本
　・日祝：22本

観光誘客による利用
者増加を図るため、ま
ちの顔づくりに併せ、
待合所周辺整備につ
いて関係者と協議し
た。（継続中）

H31.10確定予定
次回アンケート
H31.7実施予定

都市計画マスタープラ
ンの見直しを行なって
いる。（Ｈ３０.６月策定
済）

効率的な機能を有す
るまちづくりを図るた
めの財源確保。
立地適正化策定作業
にあたっての庁内体
制（マンパワー不足）
及び財源確保（外注）

「立地適正化計画」を
「コンパクトシティの推
進等を支援する計画」
及び「観光等地域資
源の活用に関する計
画」などについて検
討、H30年度末をめど
に策定し、有利な財
源確保とともに、機能
的なまちづくりを推進
する。

・立地適正化計画策定
事業

総合長期計
画アンケー

ト
99

560,000

0

0

102
本年は、販売員
を派遣すること
ができず低調。

職員による現地販促
活動が無くとも、現地
バイヤーにて販売で
きたが、目標の５割で
あった。

　検疫に時間を要し
た。
　職員派遣ができない
場合、試食等の対応
ができない。そのため
店舗によっては断念
せざるを得ない事態も
発生する。

主要観光施設へのア
クセスを検討し、観光
誘客とともに、町民利
用機会増加が図れる
取組みを検討する。

　鮮度保持・輸送方
法・梱包資材の検討。
　職員派遣による販
促活動を継続して実
施し、台湾住民に日
向夏の浸透を図る。

関係者との協議が停
滞している。
学生・観光客などの
利便性確保のため、
運行本数維持・増加
を図る必要がある。

７-３　物流
体制の整備

○特産品（日向夏みかん）の海
外への輸送費用を補助し、農
家の負担軽減を図る。

台湾への輸送
量

3.3ｔ
(H27)

農林振興課
調べ

×
・特産品海外販売促進
対策事業負担金（特産
品販路開拓事業）

農林振興
課

・企画振興総務費（公共
交通）

企画財政
課

建設課
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